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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。

３ 従業員数は就業人員数を記載しております。なお、中間連結会計期間の従業員数欄の(外書)は、臨時従業員

の中間連結会計期間平均雇用人員数であります。 

４ 純資産額の算定にあたり、第135期中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第134期中 第135期中 第136期中 第134期 第135期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 108,310 115,062 135,346 215,479 241,668

経常利益 (百万円) 5,032 4,684 2,937 9,004 10,234

中間(当期)純利益 (百万円) 4,639 2,769 941 7,137 6,202

純資産額 (百万円) 100,319 108,907 112,041 103,784 112,281

総資産額 (百万円) 174,742 193,570 210,323 190,828 196,007

１株当たり純資産額 (円) 580.80 606.90 622.78 600.62 624.55

１株当たり中間(当期) 
純利益金額

(円) 26.86 16.03 5.45 41.00 35.91

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.4 54.2 51.1 54.4 55.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △64 1,785 547 8,927 6,890

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △963 △4,204 △552 △6,725 △6,968

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,108 △1,488 4,646 1,272 △2,185

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 4,483 8,606 15,382 12,401 10,354

従業員数 (名)
2,380
(288)

2,560
(215)

2,524
(210)

2,551
(231)

2,601
(253)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数であります。 

４ 純資産額の算定にあたり、第135期中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第134期中 第135期中 第136期中 第134期 第135期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 82,677 79,422 90,983 165,368 162,621

経常利益 (百万円) 4,342 3,742 3,350 7,529 7,228

中間(当期)純利益 (百万円) 3,255 2,046 1,490 4,088 3,203

資本金 (百万円) 16,332 16,332 16,332 16,332 16,332

発行済株式総数 (千株) 173,339 173,339 173,339 173,339 173,339

純資産額 (百万円) 92,394 94,234 94,214 93,924 94,692

総資産額 (百万円) 141,534 156,339 166,371 151,821 154,841

１株当たり純資産額 (円) 534.62 545.40 545.44 543.26 548.13

１株当たり中間(当期) 
純利益金額

(円) 18.84 11.84 8.63 23.37 18.54

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益
金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 3.50 4.00 5.0 7.50 10.00

自己資本比率 (％) 65.3 60.3 56.6 61.9 61.2

従業員数 (名) 1,075 1,050 1,063 1,033 1,028



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

  

３ 【関係会社の状況】 

  

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注）１ 従業員数は就業人員数であります。なお、(外書)は臨時従業員の中間連結会計期間平均雇用人員数でありま

す。 

２ 当中間連結会計期間より中期経営計画「ＧＲＯＷＴＨ１０ フェーズⅠ」のスタートに合わせ、事業の種類

別セグメントの名称について、従来の「ヘルシーフーズ事業」を「ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業」に名称

変更しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループの労働組合は、日清オイリオグループ労働組合、攝津製油労働組合等が組織されており

ます。組合との交渉はすべて円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

製油関連事業
1,494
(30)

ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業
161
(33)

ファインケミカル事業 79

その他事業
556
(147)

全社 234

合計
2,524
(210)

従業員数(名) 1,063



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における日本経済は、企業収益や民間設備投資の好調さを背景に緩やかな回復基

調で推移しました。しかし、個人消費や輸出の伸びは鈍化しており、米国経済の減速懸念や原油価格が

騰勢を強めていることなど、先行きは依然として不透明な状況であるといえます。  

 製油業界におきましては、ＢＲＩＣｓの旺盛な需要や産地の干ばつに加え、穀物資源のバイオ燃料と

しての利用などにより穀物相場全体が高騰し続けております。加えて海上運賃が高騰していることもあ

り、主要原材料である大豆・菜種の調達コストは増加いたしました。さらに、原油価格が総じて高値で

推移していることの影響により物流費、燃料費、各種資材費など広範にわたりコスト負担が増大してお

り、当社グループを取り巻く経営環境は厳しい状況が続きました。  

 このような状況下、創立１００周年を迎えた当社グループでは、今年度から「ＧＲＯＷＴＨ１０～

『”植物のチカラ”を新たな価値へ』成長１０年構想～」をスタートさせ、技術に立脚した国際的な企

業グループの形成を目指しております。その中で、今年度からの当初４年間を「ＧＲＯＷＴＨ１０ フ

ェーズⅠ」と位置づけ、飛躍のための基盤づくりを進めております。具体的には、技術に立脚した新商

品開発や高付加価値商品の拡販に加え、コストに見合った適正な販売価格の形成やコスト競争力の強化

など、安定的な収益力の構築に取り組んでおります。特に、当中間連結会計期間においては、食用油の

販売価格改定に全力をあげて取り組んでまいりましたが、四半期を追うごとに原材料価格が高騰したた

め、値上げは実現したもののコスト上昇をカバーするには至りませんでした。また、油脂全体の販売数

量については前年同期を下回る結果となりました。一方、販売費および一般管理費をはじめとするコス

トの圧縮につとめるとともに、高付加価値商品の拡販の成果として贈答用詰合セットが堅調に推移する

などプラス材料もありましたが、想定した利益には及びませんでした。また、中国やマレーシアにおい

ても原材料価格が高騰した影響もあり、連結子会社の業績は前年同期を上回ることができませんでし

た。これに加え、営業外収益に計上していた負ののれんの償却が前連結会計年度で終了したことも大き

く影響いたしました。  

 これらの結果、当中間連結会計期間における売上高は前年同期に比べ17.6％増加の1,353億46百万円

となりましたが、利益面では、営業利益が25億72百万円と前年同期比28.4％減少し、経常利益も前年同

期比37.3％減少の29億37百万円となりました。中間純利益につきましても、9億41百万円と前年同期比

66.0％減少いたしました。 

  

〔製油関連事業〕 

（国内） 

家庭用食用油につきましては、「ヘルシーリセッタ」「ヘルシーコレステ」「日清キャノーラ油」

「日清キャノーラ油ヘルシーライト」などの高付加価値商品の拡販を進めるとともに、原材料価格高騰

などのコスト増加に対応すべく販売価格の改定に継続して取り組みました。その結果、販売価格は前年

同期に比べ上昇いたしました。  

 贈答用詰合セットにつきましては、ギフト市場全体の縮小傾向が続くなか、「ヘルシーリセッタ」

「ヘルシーコレステ」を中心とした主力の健康オイルギフトは依然として好調で、販売数量は前年同期

を大幅に上回りました。また、バラエティギフトも既存商品群の好調さに加え、新たに投入した他社商

品との組み合わせによるギフトセットも寄与しました。  



業務用食用油につきましては、引き続き適正な販売価格への改定に取り組んだ結果、販売価格は前年

同期に比べ上昇いたしました。しかし、販売数量についてはプレミアム油は前年同期に比べ増加したも

のの、レギュラー油が前年同期に比べ減少し、業務用食用油全体でも前年同期を下回る結果となりまし

た。  

加工用油脂につきましては、マヨネーズ業界や加工油脂業界向けの販売数量が増加したことに加え、

コスト上昇に見合った販売価格への改定に取り組んだ結果、販売単価は前年同期を上回りました。  

 加工油脂につきましては、ショートニングを中心に、販売数量・販売価格とも前年同期を上回る結果

となりました。  

 大豆粕につきましては、輸入大豆粕の数量が増加しましたが、配合飼料用の需要が増加したこともあ

り、販売数量は前年同期に比べ増加しました。販売価格も国際市況の上昇に伴い前年同期を上回りまし

た。菜種粕につきましては、生産量が減少したことに伴い販売数量は前年同期に比べ減少いたしました

が、販売価格は大豆粕と同様に前年同期を上回りました。  

（海外） 

大連日清製油有限公司では、原材料価格の高騰に加え、中国国内において大豆粕の需要低迷が続くと

ともに、大豆油の販売価格が想定していた水準までは上昇しなかったため、厳しい経営環境を強いられ

ました。その結果、販売数量、売上高は前年同期を上回ったものの、採算性は悪化しました。  

 INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHDにつきましては、マレーシア国内向け、輸出ともに販売

数量は前年同期を下回りましたが、原材料価格の高騰に合わせ価格改定を進めた結果、売上高は前年同

期を上回りました。利益面では、昨年には及ばなかったものの好調さを維持いたしました。 

   

 これらの結果、当セグメントの売上高は前年同期に比べ19.6％増加の1,228億69百万円となりました

が、営業利益は前年同期に比べ28.0％減少の24億45百万円となりました。 

  

〔ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業〕 

生活習慣病対応食品につきましては、「食物繊維入り緑茶」を中心とした特定保健用食品の販売チャ

ネル拡大などにより、販売数量、売上高ともに前年同期に比べ大きく増加いたしました。  

 介護食品につきましては、嚥下障害用食品「トロミアップ」シリーズが市場に浸透しており、取扱店

舗の増加など、着実に伸びてきております。  

 治療関連食品につきましては、腎疾患領域、泌尿器関連とも好調に推移いたしました。  

 ドレッシング・マヨネーズ類につきましては、アイテムの拡大や市場の健康訴求ニーズに対応した拡

販を継続して取り組んだ結果、販売数量、売上高ともに前年同期を上回りました。  

 大豆加工食品につきましては、豆腐の需要が微減傾向にある中、販売数量は前年並みを確保するなど

好調さを維持いたしました。  

 大豆たん白につきましては、需要低迷もあり売上高が前年同期を下回りました。  

 これらの結果、当セグメントの売上高は前年同期に比べ2.9％増加の43億89百万円となり、営業損失

は前年同期に比べ14.7％減少の4億13百万円となりました。 

 なお、中期経営計画「ＧＲＯＷＴＨ１０ フェーズⅠ」のスタートに合わせ、当期からセグメント名

称を「ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業」に変更しております。 

  



〔ファインケミカル事業〕 

化粧品原料につきましては、国内では大手化粧品メーカー向けの汎用品出荷が減少したものの、欧州

および韓国向けの輸出が好調だったことから、販売数量は前年同期に比べ増加いたしました。販売価格

については、国内需要、輸出とも、高付加価値商品の比重が高まったことから前年同期を上回りまし

た。  

 化学品につきましては、情報関連分野向け、各種潤滑油向けともに好調に推移いたしました。その結

果、販売価格は前年同期を若干下回ったものの、販売数量が前年同期に比べ増加したため、売上高も前

年同期を上回りました。  

 中鎖脂肪酸油につきましては、販売数量は前年同期に比べ若干減少しましたが、高付加価値商品の比

重が高まったことから販売価格が前年同期を上回り、売上高はほぼ前年並みを確保いたしました。  

これらの結果、当セグメントの売上高は前年同期に比べ9.7％増加の26億73百万円となり、営業利益

は前年同期に比べ16.0％増加の2億38百万円となりました。 

  

〔その他事業〕 

 情報システム事業、エンジニアリング事業などの売上高は前年同期を下回る結果となりました。こ

のため、当セグメントの売上高は、前年同期に比べ4.4％減少の54億14百万円となり、営業利益は前年

同期に比べ41.4％減少の2億93百万円となりました。 

  

 なお、事業別の営業損益につきましては、セグメント間消去前であり、合計は連結営業利益と一致

しておりません。     

  

〔所在地別セグメント〕 

日本における売上高は前年同期に比べ11.2％増加の1,064億87百万円となりましたが、営業利益は前

年同期に比べ22.4％減少の21億77百万円となりました。中国、マレーシアなどのアジアにおける売上高

は、前年同期に比べ49.9％増加の288億59百万円となりましたが、営業利益は前年同期に比べ50.6％減

少の3億95百万円となりました。 

 これは、主として、日本、アジアとも製油関連事業において、原材料価格高騰に対応した価格改定を

行った結果、販売価格が上昇したためであります。  

  

〔海外売上高〕 

海外売上高は287億91百万円と、前年同期に比べ46.4％増加いたしました。これは、主として、海外

の子会社において国内と同様に原材料価格高騰に対応した価格改定を行った結果、売上高が増加したた

めであります。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローは、営業活動により5億47百万円増加しましたが、投資活

動により5億52百万円減少しました。財務活動においては46億46百万円増加しました。これらの結果、

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は153億82百万円となり、前連結会計年度末に比べ

50億28百万円増加いたしました。 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

 税金等調整前中間純利益は前年同期に比べ18億54百万円減少しました。また、原材料価格高騰に伴い

売上債権、棚卸資産、仕入債務がいずれも増加しましたが、売上債権、棚卸資産の増加幅が仕入債務の

増加幅を上回ったため、19億76百万円のキャッシュ・フローの減少となりました。一方、負ののれんの

償却が前連結会計年度で終了したことや法人税等の支払額が減少したことによりキャッシュ・フローが

25億19百万円増加しました。これらの結果、営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期に比べ12億

38百万円減少いたしました。 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

 投資有価証券の取得による支出が11億71百万円減少したことに加え、有形固定資産の取得による支出

についても13億37百万円減少したことなどにより、投資活動によるキャッシュ・フローは前年同期に比

べ36億52百万円増加いたしました。 

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

 金融機関からの借入金の増減により前期に比べキャッシュ・フローは13億67百万円増加しました。さ

らに、社債を50億円償還するとともに新たに100億円発行したことなどにより、財務活動によるキャッ

シュ・フローは前年同期に比べ61億34百万円増加いたしました。 

  

 
  

平成18年9月中間期
(百万円)

平成19年9月中間期
(百万円)

平成19年3月期 
(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,785 547 6,890

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,204 △552 △6,968

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,488 4,646 △2,185



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 金額は原価計算に利用した価格等により算定しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社グループでは、計画に基づく生産を行っているため受注実績はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２. 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
  

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

製油関連事業 97,718 +30.5

ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業 2,717 +12.3

ファインケミカル事業 2,244 +18.0

その他事業 2,046 △30.0

合計 104,727 +27.6

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

製油関連事業 122,869 +19.6

ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業 4,389 +2.9

ファインケミカル事業 2,673 +9.7

その他事業 5,414 △4.4

合計 135,346 +17.6

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

三菱商事株式会社 17,319 15.1 21,506 15.9



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  



５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発は、全社基本方針のもと中長期的な技術開発計画に基づき、Ｒ＆Ｄセンター、

中央研究所、業務用技術部、ファインケミカル事業部テクニカルセンター、横浜磯子事業場生産技術グル

ープおよびエコリオ事業開発室を中心に、具体的な活動を進めております。  

 当社の研究開発関連部署は、互いに補完しあった形で研究、商品開発ができる体制となっております。 

 中央研究所は、中長期的な視野に立ち技術立脚型の事業拡大を可能にする独自技術を開発してきた研究

所と、その技術を応用して市場ニーズに合致した付加価値商品を開発してきた食品開発センターとを統合

した組織として平成19年3月に新設いたしました。基礎研究・技術開発から商品開発まで一貫した開発体

制を採ることで、よりスピーディーな研究開発を進めております。また、業務用技術部では、事業部門と

一体化した技術営業を実施し、ユーザーとの共同開発や商品提案を行っております。また、エコリオ事業

開発室では、環境マーケットを始めとした食品用にこだわらない幅広い領域での植物資源の用途開発およ

び技術開発の推進により、新たな市場開拓を図り、価値の創造・提供をしております。そして、ファイン

ケミカル事業部テクニカルセンターでは、化粧品原材料、化学品原材料、化粧品製剤および天然素材の開

発を行っております。  

なお、当中間連結会計期間における研究開発費の合計は10億99百万円であります。 

〔製油関連事業〕 

体に脂肪がつきにくい特定保健用食品健康オイル「ヘルシーリセッタ」に代表される中鎖脂肪酸を軸と

した技術開発および海外認証取得に鋭意取り組んできております。  

 当中間連結会計期間のトピックスとしましては、中鎖脂肪酸の価値拡大の一環として取り組んできた次

の研究テーマが学会で発表されたことであります。１つ目は、日本オリンピック委員会（JOC）を通じた

日本レスリング協会との研究で、中鎖脂肪酸の摂取がアスリートに対し「筋肉を太くする」可能性を示唆

したこと、また、新たな植物のチカラとして、植物油に含まれる必須栄養素のα－リノレン酸に高血圧改

善効果のあることを、世界で初めてヒト試験により証明したことが挙げられます。また、健康オイル「ヘ

ルシーリセッタ」が米国の食品医薬品局（FDA）のＧＲＡＳ（一般的に安全と認められる食品）認証を取

得いたしました。この他にも、「酵素を用いた油脂の改質技術およびそれを利用した機能性油脂の開発」

など、顧客に強く支持される付加価値商品の開発に欠くことのできない、将来を見据えた独自技術の開発

を継続的に進めております。また、INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHD（ISF社）が有するパーム

油関連の生産技術を応用した、新たな機能性油脂の開発のため、現地における製造の具体的検討を始めて

おります。また、新たに中央研究所の海外技術戦略および技術情報拠点を目的とした中国研究所、マレー

シア研究所を設置し、現地に事務所を開設いたしました。  

 商品化の事例としては以下のとおりであります。 

家庭用食用油では、平成19年中元期のギフト向け商品として、国産原料１００％を使用した「出雲の国

の向日葵油（ひまわり油）」、および、日清キャノーラ油ヘルシーライトにビタミンＥを強化した栄養機

能食品「日清キャノーラ油ヘルシーライトエクセレント４００ｇＰＥＴ」を発売いたしました。また、Ｂ

ＯＳＣＯエキストラバージンオリーブオイルとＢＯＳＣＯオリーブオイルについて、持ちやすいスリムな

ＰＥＴ容器にワンタッチキャップを組合せた７５０ｍｌ容量の新商品を平成19年4月に発売いたしまし

た。  

 業務用食用油では、業務用フライ油の商品開発およびテクニカルサポート、また食品メーカー向け加工

油脂やマーガリン・ショートニング関連での付加価値型商品開発とアプリケーション提案を進めておりま

す。具体的には、業務用フライ油において、ヘルシーリセッタをスーパーの惣菜用やドーナツ用フライ油

として効果的な使用法と合わせて提案し、複数のユーザーに採用されました。また、ISF社の高融点パー

ム分別油を使用し、耐冷性に優れ、揚げ物のサクミ保持効果のある「日清デリカエース クリアセレク

ト」シリーズを平成19年4月に発売いたしました。 



また、油価高騰を背景に、フライ油劣化の測定ツールを使用した効率的なフライ油管理方法を業務用ユー

ザーに提案しており、複数のスーパーで惣菜用フライ油の使用量低減に成功いたしました。さらに、食品

メーカー向け加工油脂においても、トランス脂肪酸の低減を目的として、ファットスプレッドやクリーム

用途の開発を進め、大手食品メーカーへ採用されました。また、関連する複数の特許を出願いたしまし

た。マーガリンにおいても、エステル交換油および新規パーム分別油を使用した、コンビニ等の焼き菓子

用のマーガリンが、複数の菓子メーカーで採用されました。低トランス脂肪酸設計の基本コンセプトのほ

か、菓子を食べた時の口溶けや加工時の作業適性が良好と評価されました。 

製油関連事業に係わる研究開発費は、7億14百万円であります。 

〔ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業〕 

当社において、ドレッシングの中でも、販売構成比の大きな、食事のあぶらが気になる方のニーズに応

えた健康訴求型ドレッシング「日清ドレッシングダイエット」の容器を軽くて使いやすいＰＥＴボトルに

変更し、風味もよりおいしく改良して、平成19年9月に発売いたしました。また、「ヘルシーリセッタ」

の横展開の一環として、平成18年度より全国のドラッグストアや量販店を中心に展開している「ビアー

ド・パパのヘルシースイーツ」シリーズに「なると金時いもクッキー」を平成19年9月に新たに追加いた

しました。さらに、働く女性の応援ブランド「ピュセラ」（健康補助食品）から“いつもからだの中から

美しくありたい”という女性のニーズに対応した「生きたままで腸に届く乳酸菌」が手軽でおいしく摂れ

るサプリメント「スキッと系乳酸菌サプリ」を平成19年9月に発売いたしました。また、大豆たん白関係

の研究開発体制を整備するとともに、発芽を利用し植物種子の価値を高める発芽制御技術の開発などを継

続的に進めております。  

 当社および連結子会社の日清サイエンス株式会社は共同で、腎臓病患者向け食品の充実や食べ物を飲み

込むことが難しい方のため商品の展開を図っております。腎臓病患者向けに、エネルギー、たんぱく質、

塩分を調整した「レナケアー 茶わんで牛丼」・「レナケアー 茶わんで親子丼」ミックスセットを平成

19年6月に発売いたしました。また、飲み込む力が低下している方（嚥下が困難な方）向けのトロミ調整

食品を以前から手がけておりトロミが安定し、使い勝手に優れていると、発売当初から医療現場にて好評

いただいている「トロミパーフェクト」に続いて、飲み物やミキサー食をなめらかで崩れにくいゼリー状

に調製できるゼリー食調製食品「ゼリーパーフェクト」を平成19年9月に発売いたしました。  

ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業に係わる研究開発費は、2億12百万円であります。 

〔ファインケミカル事業〕 

 当社において、化粧品原材料、化学品原材料、化粧品製剤および天然素材の開発を行っております。 

 化粧品原材料関係では、化粧品業界に広く展開できる高機能性化粧品原料の開発を目的としたテーマに

取組み、平成19年5月に横浜において開催された化粧品産業技術展(CITEJAPAN)において新規顔料分散剤等

を発表し上市いたしました。化学品原材料関係では、情報関連分野への開発に注力し、サンプルワークの

結果良い評価を頂いております。また公的機関等の外部機関を活用した新規領域での情報収集や評価系の

確立を目指した活動を展開しております。 

 化粧品製剤関係では、10数社の化粧品ＯＥＭを受託しております。 

 天然素材関係では、食品用の機能性原料の開発に取り組んでおり、平成19年11月開催の食品開発産業展

へ出展する準備を行っております。 

ファインケミカル事業に係わる研究開発費は、1億42百万円であります。 



〔その他事業〕 

連結子会社である攝津製油株式会社において、清潔で快適な暮らしに欠かせない製品やレストランの厨

房、食品工場などの衛生管理に役に立つ多様な製品づくりに積極的に取り組んでおり、お客様のニーズを

確実に製品化するための研究開発活動を展開しております。 

化成品研究におきましては、業務用事業展開の中で、レストランなどの厨房や食品製造工場での設備機

器の洗浄や殺菌・除菌を効果的に行うためのサニテーション用製品の開発に注力しております。当中間連

結会計期間は、厨房用専用洗浄剤の開発および改良や除菌洗浄剤の改良に取り組み、更なる拡充を目指し

ます。また、各種の飲料サーバーに対する洗浄剤の開発を進め、新規顧客への提案を行っております。さ

らに、環境に配慮した機械部品や金属加工部品の脱脂用洗浄剤の開発に取り組み、脱脂洗浄技術の蓄積お

よび提案活動を実施しております。  

 ＯＥＭ事業関連では、居間、台所、風呂ならびにトイレまわり等の家庭で使用する洗浄剤や化粧品、医

薬部外品等の香粧品の分野で、差別化された機能を持った製品を積極的にお客様に提案しております。ま

た、環境や人に優しい安全・安心な製品づくりを目指して、応用基礎研究に取り組んでおります。 

その他事業に係わる研究開発費は、30百万円であります。 

  

今後とも技術力の一層の充実を図り、新製品・新技術開発、新分野開拓に積極的に取り組んでいく方針

であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

  

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な

変更はありません。また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計

画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 388,350,000

計 388,350,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 173,339,287 173,339,287

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部

―

計 173,339,287 173,339,287 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年９月30日 ― 173,339,287 ― 16,332 ― 24,742



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
 (注) 上記所有株式のうち信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 28,829 16.63

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町一丁目４番２号 26,001 15.00

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町二丁目11番３号 8,190 4.72

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,917 4.57

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 7,360 4.25

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 5,978 3.45

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 5,168 2.98

バンク オブ ニューヨーク ジー
シーエム クライアント アカウ
ンツ イー アイエスジー 
(常任代理人 株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
 LONDON EC4A 2BB. UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

2,414 1.39

資産管理サービス信託銀行 
株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番12号 2,399 1.38

ドイツ証券株式会社 東京都千代田区永田町二丁目11番１号 2,377 1.37

計 ― 96,636 55.75

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 8,190千株

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 7,917千株

 資産管理サービス信託銀行株式会社 2,399千株



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 単元未満株式数には、当社所有の自己株式70株が含まれております。  

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

  

２ 【株価の推移】 
【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は東京証券取引所第一部の市場相場によっております。 

  

  

３ 【役員の状況】 
前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

普通株式
(自己保有株式)

607,000
(相互保有株式)

2,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

171,659,000
171,659 ―

単元未満株式
普通株式

1,071,287
― ―

発行済株式総数 173,339,287 ― ―

総株主の議決権 ― 171,659 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日清オイリオグループ 
株式会社

東京都中央区新川 
一丁目23番１号

607,000 ― 607,000 0.35

(相互保有株式） 
株式会社日清商会

栃木県宇都宮市平出工業団
地43番地92

2,000 ―
2,000 

 
0.00

 

計 ― 609,000 ― 609,000 0.35

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 783 790 771 721 713 622

最低(円) 717 707 704 644 596 483



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）及び前中間会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成

19年９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２項第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並

びに中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年9月30日現在)

当中間連結会計期間末

(平成19年9月30日現在)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成19年3月31日現在)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,121 8,774 6,366

 ２ 受取手形及び売掛金
※３ 
※５

41,238 47,380 42,954

 ３ 有価証券 3,797 3,803 4,665

 ４ 棚卸資産 32,523 40,473 32,401

 ５ その他 7,889 11,779 8,099

   貸倒引当金 △70 △ 68 △ 65

   流動資産合計 90,500 46.8 112,142 53.3 94,422 48.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 29,808 28,145 28,658

  (2) 機械装置及び 
    運搬具

19,179 18,948 19,410

  (3) 土地 25,085 24,783 25,148

  (4) 建設仮勘定 403 424 576

   有形固定資産合計 74,477 38.5 72,302 34.4 73,794 37.6

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん 3,673 2,826 3,246

  (2) その他 1,859 1,306 1,574

   無形固定資産合計 5,533 2.8 4,133 2.0 4,820 2.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 20,334 19,216 20,335

  (2) その他 3,016 2,792 2,873

    貸倒引当金 △ 289 △ 262 △ 238

   投資その他の資産 
   合計

23,060 11.9 21,745 10.3 22,970 11.7

   固定資産合計 103,070 53.2 98,181 46.7 101,585 51.8

   資産合計 193,570 100.0 210,323 100.0 196,007 100.0



  

前中間連結会計期間末

(平成18年9月30日現在)

当中間連結会計期間末

(平成19年9月30日現在)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成19年3月31日現在)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金
※２ 
※５

29,613 40,464 31,076

 ２ 短期借入金 6,049 8,024 6,320

 ３ 一年内償還予定社債 5,050 ─ 5,000

 ４ 未払金 9,489 8,172 8,333

 ５ 未払費用 3,763 3,731 3,750

 ６ 未払法人税等 1,412 1,523 1,449

 ７ 役員賞与引当金 39 47 74

 ８ その他 ※３ 2,728 2,588 2,678

   流動負債合計 58,146 30.0 64,552 30.7 58,682 29.9

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 10,000 20,000 10,000

 ２ 長期借入金 3,857 3,466 3,762

 ３ 繰延税金負債 8,294 7,470 8,165

 ４ 退職給付引当金 1,771 1,108 1,431

 ５ 役員退職慰労引当金 1,039 1,166 1,148

 ６ 負ののれん 1,024 16 20

 ７ その他 528 500 516

   固定負債合計 26,516 13.7 33,729 16.0 25,044 12.8

   負債合計 84,663 43.7 98,282 46.7 83,726 42.7



  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年9月30日現在)

当中間連結会計期間末

(平成19年9月30日現在)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成19年3月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 16,332 16,332 16,332

 ２ 資本剰余金 26,070 26,072 26,071

 ３ 利益剰余金 58,401 61,048 61,143

 ４ 自己株式 △ 223 △ 260 △ 241

   株主資本合計 100,580 52.0 103,193 49.1 103,305 52.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

4,160 3,511 4,115

 ２ 繰延ヘッジ損益 113 △ 236 158

 ３ 為替換算調整勘定 △20 1,078 288

   評価・換算差額等 
   合計

4,253 2.2 4,353 2.1 4,562 2.3

Ⅲ 少数株主持分 4,073 2.1 4,494 2.1 4,413 2.3

   純資産合計 108,907 56.3 112,041 53.3 112,281 57.3

   負債純資産合計 193,570 100.0 210,323 100.0 196,007 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 115,062 100.0 135,346 100.0 241,668 100.0

Ⅱ 売上原価 90,658 78.8 111,941 82.7 192,190 79.5

   売上総利益 24,403 21.2 23,405 17.3 49,477 20.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 20,810 18.1 20,832 15.4 41,642 17.2

   営業利益 3,593 3.1 2,572 1.9 7,835 3.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 161 182 345

 ２ 受取配当金 95 131 168

 ３ 為替差益 ─ 244 104

 ４ 負ののれんの償却額 1,004 3 2,008

 ５ 持分法による投資利益 48 48 131

 ６ その他 264 1,574 1.4 244 854 0.6 484 3,244 1.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 220 248 471

 ２ 棚卸資産処分損 52 35 99

 ３ その他 209 482 0.4 206 489 0.3 274 845 0.4

   経常利益 4,684 4.1 2,937 2.2 10,234 4.2

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 2 3 300

 ２ 投資有価証券売却益 1 319 2

 ３ 関係会社株式売却益 151 ─ 151

 ４ 貸倒引当金戻入益 14 4 22

 ５ 持分変動利益 88 ─ 88

 ６ 前期損益修正益 ─ 258 0.2 ─ 327 0.2 33 601 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※３ 70 83 220

 ２ 固定資産売却損 ※４ 3 263 33

 ３ 投資有価証券売却損 ─ ─ 0

 ４ 投資有価証券評価損 ─ 57 26

 ５ その他投資評価損 ─ 3 0

 ６ 貸倒引当金繰入額 ─ ─ 49

 ７ 環境対策費用 84 ─ 84

 ８ 過年度役員退職慰労 
   引当金繰入額

30 ─ 30

 ９ 前期損益修正損 ※５ 43 231 0.2 ─ 408 0.3 43 489 0.2

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益

4,711 4.1 2,856 2.1 10,346 4.3

   法人税、住民税及び 
   事業税

1,535 2,007 3,570

   法人税等調整額 217 1,753 1.5 △ 200 1,807 1.3 107 3,677 1.5

   少数株主利益 188 0.2 107 0.1 467 0.2

   中間(当期)純利益 2,769 2.4 941 0.7 6,202 2.6



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年4月 1日 至 平成18年9月30日) 

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高(百万円) 16,332 26,054 56,380 △ 234 98,533

中間連結会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △ 691 △691

 利益処分による役員賞与 △ 56 △ 56

 中間純利益 2,769 2,769

 自己株式の取得 △ 17 △ 17

 自己株式の処分 15 28 44

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

－ 15 2,021 11 2,047

平成18年9月30日残高(百万円) 16,332 26,070 58,401 △ 223 100,580

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年3月31日残高(百万円) 5,245 － 5 5,251 4,230 108,014

中間連結会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △ 691

 利益処分による役員賞与 △ 56

 中間純利益 2,769

 自己株式の取得 △ 17

 自己株式の処分 44

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△ 1,084 113 △ 26 △ 997 △ 156 △ 1,154

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△ 1,084 113 △ 26 △ 997 △ 156 892

平成18年9月30日残高(百万円) 4,160 113 △ 20 4,253 4,073 108,907



当中間連結会計期間(自 平成19年4月 1日 至 平成19年9月30日) 

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年3月31日残高(百万円) 16,332 26,071 61,143 △ 241 103,305

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △ 1,036 △ 1,036

 中間純利益 941 941

 自己株式の取得 △ 20 △ 20

 自己株式の処分 1 2 3

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

－ 1 △ 94 △ 18 △ 111

平成19年9月30日残高(百万円) 16,332 26,072 61,048 △ 260 103,193

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年3月31日残高(百万円) 4,115 158 288 4,562 4,413 112,281

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △ 1,036

 中間純利益 941

 自己株式の取得 △ 20

 自己株式の処分 3

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△ 603 △ 394 789 △ 208 80 △ 128

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△ 603 △ 394 789 △ 208 80 △ 239

平成19年9月30日残高(百万円) 3,511 △ 236 1,078 4,353 4,494 112,041



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年4月 1日 至 平成19年3月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高(百万円) 16,332 26,054 56,380 △ 234 98,533

連結会計年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △ 691 △ 691

 剰余金の配当 △ 691 △ 691

 利益処分による役員賞与 △ 56 △ 56

 当期純利益 6,202 6,202

 自己株式の取得 △ 37 △ 37

 自己株式の処分 16 30 46

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

─ 16 4,763 △ 7 4,772

平成19年3月31日残高(百万円) 16,332 26,071 61,143 △ 241 103,305

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年3月31日残高(百万円) 5,245 ─ 5 5,251 4,230 108,014

連結会計年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △ 691

 剰余金の配当 △ 691

 利益処分による役員賞与 △ 56

 当期純利益 6,202

 自己株式の取得 △ 37

 自己株式の処分 46

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△ 1,130 158 282 △ 689 183 △ 505

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△ 1,130 158 282 △ 689 183 4,266

平成19年3月31日残高(百万円) 4,115 158 288 4,562 4,413 112,281



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期)純利益 4,711 2,856 10,346

   減価償却費 2,990 3,019 6,167

   のれん償却額 △ 574 415 △1,152

   退職給付引当金の増減額(△減少) △ 398 △ 322 △738

   受取利息及び受取配当金 △ 257 △ 313 △514

   支払利息 220 248 471

   持分法による投資利益 △ 48 △ 48 △131

   関係会社株式売却益 △ 151 ─ △151

   固定資産除売却損益(△は益) 71 343 △58

   持分変動利益 △ 88 ─ △ 88

   売上債権の増減額(△増加) △ 3,411 △ 4,025 △ 5,012

   棚卸資産の増減額(△増加) △ 4,462 △ 7,469 △ 4,148

   仕入債務の増減額(△減少) 7,244 8,889 8,523

   役員賞与の支払額 △ 56 ─ △ 56

   その他 △ 525 △ 1,101 △ 1,003

    小計 5,263 2,492 12,450

   利息及び配当金の受取額 258 297 519

   利息の支払額 △ 221 △ 256 △ 472

   法人税等の支払額 △ 3,514 △ 1,985 △ 5,607

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,785 547 6,890

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有価証券の純増減額(△増加) 11 765 △ 644

   投資有価証券の取得による支出 △ 1,210 △ 38 △ 1,475

   投資有価証券の売却による収入 216 510 218

   関係会社株式の売却による収入 195 ─ 195

   関係会社出資金の取得による支出 ─ ─ △ 31

   有形固定資産の取得による支出 △ 2,987 △ 1,650 △ 5,057

   有形固定資産の売却による収入 9 234 345

   その他 △ 440 △ 374 △ 518

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 4,204 △ 552 △ 6,968



  

前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額(△減少) △ 244 1,060 1,566

   長期借入金の返済による支出 △ 158 △ 95 △ 1,905

   社債の発行による収入 ― 9,935 ─

   社債の償還による支出 ― △ 5,000 △ 50

   配当金の支払額 △ 691 △ 1,036 △ 1,382

   自己株式の売却による収入 92 3 95

   自己株式の取得による支出 △ 17 △ 20 △ 37

   少数株主への配当金支払額 △ 469 △ 200 △ 471

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 1,488 4,646 △ 2,185

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 387 102

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
  (△は減少額)

△ 3,908 5,028 △ 2,161

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 12,401 10,354 12,401

  連結範囲の変更による期首残高 
  増加額

114 ─ 114

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 
  (期末)残高

8,606 15,382 10,354



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

 子会社26社のうち、19社

を連結の範囲に含めており

ます。

 なお、前連結会計年度ま

で非連結子会社であったも

ぎ豆腐店㈱は、重要性が増

したことにより、連結の範

囲に含めております。 

 主要な連結子会社は次の

とおりであります。

 攝津製油㈱、日清商事

㈱、日清物流㈱、大連日

清製油有限公司、 

INTERCONTINENTAL 

SPECIALTY FATS SDN. 

BHD、日清奥利友(中国)

投資有限公司

 非連結子会社7社の総資

産、売上高、純損益の持分

に見合う額および利益剰余

金等の持分に見合う額の合

計額は、いずれも中間連結

財務諸表に及ぼす影響が軽

微であるため、連結の範囲

から除外しております。 

 

 子会社26社のうち、19社

を連結の範囲に含めており

ます。

 主要な連結子会社は次の

とおりであります。

 攝津製油㈱、日清商事

㈱、日清物流㈱、大連日

清製油有限公司、 

INTERCONTINENTAL 

SPECIALTY FATS SDN. 

BHD、日清奥利友(中国)

投資有限公司

 非連結子会社7社の総資

産、売上高、純損益の持分

に見合う額および利益剰余

金等の持分に見合う額の合

計額は、いずれも中間連結

財務諸表に及ぼす影響が軽

微であるため、連結の範囲

から除外しております。 

 

 子会社26社のうち、19社

を連結の範囲に含めており

ます。

 なお、前連結会計年度ま

で非連結子会社であったも

ぎ豆腐店㈱は、重要性が増

したことにより、連結の範

囲に含めております。 

 主要な連結子会社は次の

とおりであります。

 攝津製油㈱、日清商事

㈱、日清物流㈱、大連日

清製油有限公司、 

INTERCONTINENTAL 

SPECIALTY FATS SDN. 

BHD、日清奥利友(中国)

投資有限公司

 非連結子会社7社の総資

産、売上高、純損益の持分

に見合う額および利益剰余

金等の持分に見合う額の合

計額は、いずれも連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微で

あるため、連結の範囲から

除外しております。 

 

２ 持分法の適用に関

する事項

 非連結子会社7社および

関連会社12社のうち8社に

対する投資について、持分

法を適用しております。 

 

 主要な持分法適用関連会

社は次のとおりでありま

す。

 和弘食品㈱、㈱テンコー

ポレーション、アイロム

製薬㈱、幸商事㈱、㈱日

清商会  

 

 非連結子会社7社および

関連会社4社の純損益およ

び利益剰余金等の持分に見

合う額の合計額は、いずれ

も中間連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であるため、

持分法の範囲から除外して

おります。 

 

同左  非連結子会社7社および

関連会社12社のうち8社に

対する投資について、持分

法を適用しております。 

  

 主要な持分法適用関連会

社は次のとおりでありま

す。

 和弘食品㈱、㈱テンコー

ポレーション、アイロム

製薬㈱、幸商事㈱、㈱日

清商会 

 

 非連結子会社7社および

関連会社4社の純損益およ

び利益剰余金等の持分に見

合う額の合計額は、いずれ

も連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であるため、持分

法の範囲から除外しており

ます。 

 



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

３ 連結子会社の中間
決算日(決算日)等
に関する事項

 連結子会社のうち日清プ
ラントエンジニアリング
㈱、大連日清製油有限公
司、上海日清油脂有限公
司、INTERCONTINENTAL 
SPECIALTY FATS SDN.BHD、
SOUTHERN  NISSHIN  BIO-
TECH SDN.BHD、日清奥利友
(中国)投資有限公司および
日清ファイナンス㈱の中間
決算日はともに6月30日で
あります。中間連結財務諸
表の作成にあたり、 
大連日清製油有限公司、上
海 日 清 油 脂 有 限 公 司、
INTERCONTINENTAL 
SPECIALTY FATS 
SDN.BHD、SOUTHERN 
NISSHIN BIO-TECH SDN.BHD
および日清奥利友(中国)投
資有限公司については同日
現在の中間財務諸表を使用
し、中間連結決算日との間
に生じた重要な取引は連結
決算上必要な調整を行って
おります。 
 また、他の2社について
は中間連結決算日現在で実
施した仮決算に基づく中間
財務諸表を使用しておりま
す。 
 連結子会社のうち、もぎ
豆腐店㈱の中間決算日は11
月30日であります。中間連
結財務諸表の作成にあた
り、同社が3月1日から8月
31日までの会計期間につい
て実施した仮決算に基づく
財務諸表を使用しており、
中間連結決算日との間に生
じた重要な取引は連結決算
上必要な調整を行っており
ます。

連結子会社のうち日清プ
ラントエンジニアリング
㈱、大連日清製油有限公
司、上海日清油脂有限公
司、INTERCONTINENTAL 
SPECIALTY FATS SDN.BHD、
SOUTHERN  NISSHIN  BIO-
TECH SDN.BHD、日清奥利友
(中国)投資有限公司および
日清ファイナンス㈱の中間
決算日はともに6月30日で
あります。中間連結財務諸
表の作成にあたり、 
大連日清製油有限公司、上
海 日 清 油 脂 有 限 公 司、
INTERCONTINENTAL 
SPECIALTY FATS 
SDN.BHD、SOUTHERN 
NISSHIN BIO-TECH SDN.BHD
および日清奥利友(中国)投
資有限公司については同日
現在の中間財務諸表を使用
し、中間連結決算日との間
に生じた重要な取引は連結
決算上必要な調整を行って
おります。 
 また、他の2社について
は中間連結決算日現在で実
施した仮決算に基づく中間
財務諸表を使用しておりま
す。

連結子会社のうち日清プ
ラントエンジニアリング
㈱、大連日清製油有限公
司、上海日清油脂有限公
司、INTERCONTINENTAL 
SPECIALTY FATS SDN.BHD、
SOUTHERN  NISSHIN  BIO-
TECH SDN.BHD、日清奥利友
(中国)投資有限公司および
日清ファイナンス㈱の決算
日はともに12月31日であり
ます。連結財務諸表の作成
にあたり、大連日清製油有
限公司、上海日清油脂有限
公 司、INTERCONTINENTAL 
SPECIALTY FATS SDN.BHD、
SOUTHERN  NISSHIN  BIO-
TECH SDN.BHDおよび日清奥
利友(中国)投資有限公司に
ついては同日現在の財務諸
表を使用し、連結決算日と
の間に生じた重要な取引は
連結決算上必要な調整を行
っております。 
 また、他の2社について
は連結決算日現在で実施し
た仮決算に基づく財務諸表
を使用しております。

連結子会社のうち、もぎ
豆腐店㈱は決算日を5月31
日から3月31日に変更して
おります。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

４ 会計処理基準に関
する事項

(イ)重要な資産の評価基準
及び評価方法

 ①有価証券
  その他有価証券
   時価のあるもの
    …中間決算日の市

場価格等に基づ
く時価法(評価
差額は全部純資
産直入法により
処理し、売却原
価は移動平均法
により算定)

   時価のないもの
    …移動平均法によ

る原価法
 ②デリバティブ
    …時価法

(イ)重要な資産の評価基準
及び評価方法

 ①有価証券
  その他有価証券
   時価のあるもの
     …同左 

 
 
 
 
 
 
 

   時価のないもの
    …同左

 ②デリバティブ
    …同左

(イ)重要な資産の評価基準
及び評価方法

 ①有価証券
  その他有価証券
   時価のあるもの
    …決算日の市場価

格等に基づく時
価法(評価差額
は、全部純資産
直入法により処
理し売却原価
は、移動平均法
により算定)

   時価のないもの
    …同左

 ②デリバティブ
    …同左

 ③棚卸資産
  製品
   …主として総平均法

による原価法
  原材料
   …主として先入先出

法による低価法

 ③棚卸資産
  製品
  …同左

  原材料
  …同左

 ③棚卸資産
  製品
  …同左

  原材料
  …同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ①有形固定資産

   建物

    …主として定額法

   建物以外の有形固定

資産

    …当社および国内

連結子会社は主

として定率法、

在外連結子会社

は定額法、ただ

しリース資産は

リース期間定額

法

     なお、主な耐用

年数は以下のと

おりでありま

す。

     建物及び構築物

      ５年～50年

     機械装置及び運

搬具

      ４年～16年

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ①有形固定資産

     同左 

    

  

   

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ①有形固定資産

     同左  

   

   

   

 ②無形固定資産

  …定額法

   ただし、自社利用 

 のソフトウェアに 

 ついては、社内に 

 おける利用可能期 

 間(５年)に基づく 

 定額法

 ②無形固定資産

…同左

 ②無形固定資産

…同左

(ハ)重要な引当金の計上基

準

 ①貸倒引当金

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。

(ハ)重要な引当金の計上基

準

 ①貸倒引当金

同左

(ハ)重要な引当金の計上基

準

 ①貸倒引当金

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

 ②役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備

えて、当連結会計年度

における支給見込額に

基づき、当中間連結会

計期間に対応する額を

計上しております。

 ②役員賞与引当金 

   同左

 ②役員賞与引当金 

 当社および国内連結

子会社は、各社の役員

の賞与の支払いに備え

て当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づ

き計上しております。

 ③退職給付引当金

   当社および国内連結

子会社は、従業員の退

職給付に備えるため、

当連結会計年度末にお

ける退職給付債務およ

び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。

   過去勤務債務および

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(発生各

年度における従業員の

平均残存勤務年数)に

よる定額法により費用

処理しております。

   なお、数理計算上の

差異は、それぞれ発生

の翌連結会計年度から

費用処理することとし

ております。

 ③退職給付引当金

同左

 ③退職給付引当金

   当社および国内連結

子会社は、従業員の退

職給付に備えるため、

当連結会計年度末にお

ける退職給付債務およ

び年金資産の見込額に

基づき計上しておりま

す。

   過去勤務債務および

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(発生各

年度における従業員の

平均残存勤務年数)に

よる定額法により費用

処理しております。

   なお、数理計算上の

差異は、それぞれ発生

の翌連結会計年度から

費用処理することとし

ております。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

 ④役員退職慰労引当金 

 当社および国内連結

子会社は、各社の役員

の退職慰労金の支出に

備えて各社の支給内規

に基づく中間期末要支

給額を計上しておりま

す。

 ④役員退職慰労引当金

同左

 ④役員退職慰労引当金 

 当社および国内連結

子会社は、各社の役員

の退職慰労金の支出に

備えて各社の支給内規

に基づく当期末要支給

額を計上しておりま

す。

(ニ)重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。なお、在外子会

社等の資産、負債及び

収益費用については中

間決算日の直物為替相

場により円換算し、換

算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘

定および少数株主持分

に含めております。

(ニ)重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への

換算基準 

   同左

(ニ)重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務

は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算

し、換算差額は損益と

して処理しておりま

す。なお、在外子会社

等の資産、負債及び収

益費用については決算

日の直物為替相場によ

り円換算し、換算差額

は純資産の部における

為替換算調整勘定およ

び少数株主持分に含め

ております。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

(ホ)重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。

(ホ)重要なリース取引の処

理方法

同左

(ホ)重要なリース取引の処

理方法

同左

(ヘ)重要なヘッジ会計の方

法

 ①ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によ

っております。なお、

為替予約については、

振当処理の要件を満た

している場合は振当処

理を採用しておりま

す。

(ヘ)重要なヘッジ会計の方

法

 ①ヘッジ会計の方法

同左

(ヘ)重要なヘッジ会計の方

法

 ①ヘッジ会計の方法

同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象
ヘッジ
手段

ヘッジ 
対象

為替予約
取引

外貨建仕入
債務および
外貨建予定
仕入取引

商品先物
取引

外貨建予定
仕入取引

金利スワッ
プ取引

社債等の利
息

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

 ③ヘッジ方針

   主として当社の取締

役会で定められた日清

オイリオグループオフ

バランス取引管理規程

等に基づき、通常の事

業活動における輸入取

引等に係る為替変動リ

スク、原料価格の相場

変動リスクおよび社債

等の金利変動リスクに

ついて、必要な範囲内

でヘッジすることを方

針としております。

 ③ヘッジ方針

   主として当社の取締

役会で定められたデリ

バティブ・商品先物取

引等管理規程等に基づ

き、通常の事業活動に

おける輸入取引等に係

る為替変動リスク、原

料価格の相場変動リス

クおよび社債等の金利

変動リスクについて、

必要な範囲内でヘッジ

することを方針として

おります。

 ③ヘッジ方針

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

 ④ヘッジの有効性評価の

方法

   主としてヘッジ開始

時から有効性判定時点

までの期間において、

ヘッジ対象の相場変動

の累計とヘッジ手段の

相場変動の累計とを比

較し、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段との間に高い

相関関係が認められる

かにより有効性を評価

しております。

 ④ヘッジの有効性評価の

方法

同左

 ④ヘッジの有効性評価の

方法

同左

(ト)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

(ト)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

(ト)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理につい

て 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理につい

て

同左

消費税等の会計処理につい

て

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、要求払預金およ

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から満期日又は償還

日までの期間が３ヵ月以内

の短期投資からなっており

ます。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

および現金同等物)は、手

許現金、要求払預金及び容

易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取

得日から満期日又は償還日

までの期間が３ヵ月以内の

短期投資からなっておりま

す。



会計方針の変更 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

（役員賞与に関する会計基準）
 当中間連結会計期間から、「役員
賞与に関する会計基準」（企業会計
基準委員会 平成17年11月29日 企
業会計基準第4号）を適用しており
ます。これにより、営業利益、経常
利益および税金等調整前中間純利益
がそれぞれ39百万円減少しておりま
す。 
 なお、セグメント情報に与える影
響は、当該箇所に記載しておりま
す。
（貸借対照表の純資産の部の表示 
に関する会計基準等) 
（自己株式及び準備金の額の減少等
に関する会計基準等の一部改正）
当中間連結会計期間から、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準」（企業会計基準委員会
平成17年12月9日 企業会計基準第5
号）および「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適用
指針」（企業会計基準委員会 平成
17年12月9日 企業会計基準適用指
針第8号)ならびに改正後の「自己株
式及び準備金の額の減少等に関する
会計基準」（企業会計基準委員会
最終改正平成18年8月11日 企業会
計基準第1号）および「自己株式及
び準備金の額の減少等に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準委
員会 最終改正平成18年8月11日
企業会計基準適用指針第2号）を適
用しております。 
 なお、従来の資本の部の合計に相
当する金額は104,720百万円であり
ます。 
 中間連結財務諸表規則の改正によ
り、当中間連結会計期間における中
間連結財務諸表は、改正後の中間連
結財務諸表規則により作成しており
ます。
前中間連結会計期間において、

「資産の部」および「負債の部」に
含めて表示しておりました「繰延ヘ
ッジ利益」および「繰延ヘッジ損
失」は、当中間連結会計期間から税
効果調整後の金額を「評価・換算差
額等」の内訳科目の「繰延ヘッジ損
益」として表示することとしまし
た。 
 なお、前中間連結会計期間の「繰
延ヘッジ利益」および「繰延ヘッジ
損失」について、当中間連結会計期
間と同様の方法によった場合の金額
は、195百万円であります。

─────

─────

（役員賞与に関する会計基準）
当連結会計年度から、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準
委員会 平成17年11月29日 企業会
計基準第4号）を適用しておりま
す。これにより、営業利益、経常利
益および税金等調整前当期純利益が
それぞれ74百万円減少しておりま
す。 
 なお、セグメント情報に与える影
響は、当該箇所に記載しておりま
す。
（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等) 
（自己株式及び準備金の額の減少等
に関する会計基準等の一部改正）
当連結会計年度から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準委員会 平成
17年12月9日 企業会計基準第5号）
および「貸借対照表の純資産の部の
表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成17
年12月9日 企業会計基準適用指針
第8号)ならびに改正後の「自己株式
及び準備金の額の減少等に関する会
計基準」（企業会計基準委員会 最
終改正平成18年8月11日 企業会計
基準第1号）および「自己株式及び
準備金の額の減少等に関する会計基
準の適用指針」（企業会計基準委員
会 最終改正平成18年8月11日 企
業会計基準適用指針第2号）を適用
しております。 
 なお、従来の資本の部の合計に相
当する金額は107,709百万円であり
ます。 
 連結財務諸表規則の改正により、
当連結会計年度における連結財務諸
表は、改正後の連結財務諸表規則に
より作成しております。
前連結会計年度において、「資産

の部」および「負債の部」に含めて
表示しておりました「繰延ヘッジ利
益」および「繰延ヘッジ損失」は、
当連結会計年度から税効果調整後の
金額を「評価・換算差額等」の内訳
科目の「繰延ヘッジ損益」として表
示することとしました。 
 なお、前連結会計年度の「繰延ヘ
ッジ利益」および「繰延ヘッジ損
失」について、当連結会計年度と同
様の方法によった場合の金額は、
171百万円であります。



  

 
  

  

追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

（企業結合に係る会計基準等）  
 当中間連結会計期間から「企業結
合に係る会計基準」（企業会計審議
会 平成15年10月31日）および「事
業分離等に関する会計基準」（企業
会計基準委員会 平成17年12月27日
企業会計基準第7号）ならびに「企
業結合会計基準及び事業分離等会計
基準に関する適用指針」（企業会計
基準委員会 平成17年12月27日 企
業会計基準適用指針第10号）を適用
しております。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。

───── （企業結合に係る会計基準等）  
 当連結会計年度から「企業結合に
係る会計基準」（企業会計審議会
平成15年10月31日）および「事業分
離等に関する会計基準」（企業会計
基準委員会 平成17年12月27日 企
業会計基準第7号）ならびに「企業
結合会計基準及び事業分離等会計基
準に関する適用指針」（企業会計基
準委員会 最終改正平成18年12月22
日 企業会計基準適用指針第10号）
を適用しております。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。

───── （有形固定資産の減価償却の方法の
変更）
 当社および国内連結子会社は、法
人税法の改正に伴い、当中間連結会
計期間より、平成19年4月1日以降に
取得した有形固定資産について、改
正後の法人税法に基づく減価償却の
方法に変更しております。 
 これにより、営業利益、経常利益
および税金等調整前中間純利益はそ
れぞれ10百万円減少しております。
 なお、セグメント情報に与える影
響は、当該箇所に記載しておりま
す。

─────

前中間連結会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
 至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日 
 至 平成19年9月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年4月 1日 
 至 平成19年3月31日)

───── （有形固定資産の減価償却）
 当社および国内連結子会社は、法
人税法の改正に伴い、平成19年3月
31日以前に取得した資産について
は、改正前の法人税法に基づく減価
償却の方法の適用により取得価額の
5%に到達した連結会計年度の翌連結
会計年度より、取得価額の5%相当額
と備忘価額との差額を5年間にわた
り均等償却し、減価償却費に含めて
計上しております。  
 これにより、営業利益が117百万
円、経常利益および税金等調整前中
間純利益が120百万円それぞれ減少
しております。
 なお、セグメント情報に与える影
響は、当該箇所に記載しておりま
す。

─────



表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

（中間連結貸借対照表） 

 「連結調整勘定」は、当中間連結会計期間から「のれ

ん」および「負ののれん」として表示することとしまし

た。

（中間連結損益計算書） 

 「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間から

「負ののれんの償却額」として表示することとしまし

た。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間から

「のれん償却額」として表示することとしました。

─────

─────

─────



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年9月30日現在)

当中間連結会計期間末
(平成19年9月30日現在)

前連結会計年度末 
(平成19年3月31日現在)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は93,800百万円であります。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は98,872百万円であります。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は95,906百万円であります。

※２ 担保資産および担保付債務

担保に供している 
資産の額(簿価)

 投資有価証券 89百万円

※２ 担保資産および担保付債務

担保に供している
資産の額(簿価)

 投資有価証券 141百万円

※２ 担保資産および担保付債務

担保に供している
資産の額(簿価)

投資有価証券 102百万円

上記に対応する債務

 買掛金 27百万円
 

上記に対応する債務

 買掛金 31百万円

上記に対応する債務

買掛金 23百万円

※３ 売掛債権流動化について

   中間連結決算日現在の金額は

次のとおりであります。

※３ 売掛債権流動化について

   中間連結決算日現在の金額は

次のとおりであります。

※３ 売掛債権流動化について

   連結決算日現在の金額は次の

とおりであります。

売掛金譲渡額 8,124百万円

預り金 
(債権代理回収分)

1,602 〃

売掛金譲渡額 7,987百万円

預り金 
(債権代理回収分)

1,471 〃

売掛金譲渡額 5,436百万円

預り金
(債権代理回収分)

2,083 〃

預り金(債権代理回収分)は、譲

渡済売掛債権の代理回収金額のう

ち、債権買取会社への中間連結決

算日現在の未精算額であります。

なお、預り金(債権代理回収

分)は、負債の部の流動負債「そ

の他」に含めております。

預り金(債権代理回収分)は、譲

渡済売掛債権の代理回収金額のう

ち、債権買取会社への中間連結決

算日現在の未精算額であります。

なお、預り金(債権代理回収

分)は、負債の部の流動負債「そ

の他」に含めております。

預り金(債権代理回収分)は、譲

渡済売掛債権の代理回収金額のう

ち、債権買取会社への連結決算日

現在の未精算額であります。

なお、預り金(債権代理回収分)

は、負債の部の流動負債「その

他」に含めております。

 ４ 偶発債務は次のとおりであり

ます。

    銀行借入金等に対する保証

 ４ 偶発債務は次のとおりであり

ます。

    銀行借入金等に対する保証

 ４ 偶発債務は次のとおりであり

ます。

    銀行借入金等に対する保証

 

当社従業員 659百万円

譲渡したリース契約
に係るリース債務者

1 〃

その他 11 〃

計 671 〃
 

当社従業員 645百万円

譲渡したリース契約
に係るリース債務者

0 〃

その他 6 〃

計 651 〃
 

当社従業員 666百万円

譲渡したリース契約
に係るリース債務者

0 〃

その他 8 〃

計 675 〃



次へ 

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年9月30日現在)

当中間連結会計期間末
(平成19年9月30日現在)

前連結会計年度末 
(平成19年3月31日現在)

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。

  受取手形 138 百万円

  支払手形 52 〃

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。

  受取手形 174 百万円

  支払手形 25 〃
 

※５ 当連結会計年度末日の満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当連結会計年度の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が、当連結会

計年度末日の残高に含まれてお

ります。

 受取手形 131 百万円

 

 ６ 当社および連結子会社(6社)

においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行8行

と当座貸越契約およびコミット

メントライン契約を締結してお

ります。

   当中間連結会計期間末におけ

る当座貸越契約およびコミット

メントライン契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度額およ
びコミットメントラ
イン契約の総額

27,880百万円

借入実行残高  ─ 〃

差引額 27,880 〃
 

 ６ 当社および連結子会社(6社)

においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行8行

と当座貸越契約およびコミット

メントライン契約を締結してお

ります。

   当中間連結会計期間末におけ

る当座貸越契約およびコミット

メントライン契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度額およ
びコミットメントラ
イン契約の総額

27,690百万円

借入実行残高 ─ 〃

差引額 27,690 〃
 

 ６ 当社および連結子会社(6社)

においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行8行

と当座貸越契約およびコミット

メントライン契約を締結してお

ります。

   当連結会計年度末における当

座貸越契約およびコミットメン

トライン契約に係る借入未実行

残高等は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額およ
びコミットメントラ
イン契約の総額

27,880百万円

借入実行残高 ─ 〃

差引額 27,880 〃



次へ 

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目および金額は次

のとおりであります。

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目および金額は次

のとおりであります。

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目および金額は次

のとおりであります。
製品運賃、運搬費及 
び倉庫料

5,773百万円

貸倒引当金繰入額 14 〃

給料賃金 3,319 〃

退職給付費用 84 〃

役員退職慰労引当金 
繰入額

102 〃

役員賞与引当金繰入 
額

39 〃

広告費 2,418 〃

減価償却費 1,026 〃

のれんの償却額 429 〃

製品運賃、運搬費及
び倉庫料

5,573百万円

貸倒引当金繰入額 25 〃

給料賃金 3,368 〃

退職給付費用 126 〃

役員退職慰労引当金
繰入額

157 〃

役員賞与引当金繰入
額

38 〃

広告費 2,041 〃

減価償却費 1,034 〃

のれんの償却額 419 〃

製品運賃、運搬費及 
び倉庫料

11,464百万円

貸倒引当金繰入額 16 〃

給料賃金 6,592 〃

退職給付費用 127 〃

役員退職慰労引当金 
繰入額

217 〃

役員賞与引当金繰入 
額

74 〃

広告費 4,521 〃

減価償却費 2,119 〃

のれんの償却額 856 〃

 

※２ 固定資産売却益の内容

機械装置及び運搬具 2百万円

 

※２ 固定資産売却益の内容

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 2 〃

計 3 〃

 

※２ 固定資産売却益の内容

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 11 〃

土地 288 〃

計 300 〃

※３ 固定資産除却損の内容

建物及び構築物 29百万円

機械装置及び運搬具 34 〃

その他の固定資産 6 〃

計 70 〃

※３ 固定資産除却損の内容

建物及び構築物 35百万円

機械装置及び運搬具 31 〃

その他の固定資産 16 〃

計 83 〃

※３ 固定資産除却損の内容

建物及び構築物 56百万円

機械装置及び運搬具 157 〃

その他の固定資産 6 〃

計 220 〃

 

※４ 固定資産売却損の内容

機械装置及び運搬具 3百万円

 

※４ 固定資産売却損の内容

土地 263百万円

 

※４ 固定資産売却損の内容

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び運搬具 13 〃

土地 15 〃

計 33 〃

※５ 前連結会計年度に実施した子

会社の整理に伴って発生した店

舗売却益について、当中間連結

会計期間において売却先との間

で売却額を修正する合意がなさ

れたことによるものでありま

す。

───── ※５ 前連結会計年度に実施した子

会社の整理に伴って発生した店

舗売却益について、当連結会計

年度において売却先との間で売

却額を修正する合意がなされた

ことによるものであります。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  
前中間連結会計期間（自 平成18年4月 1日 至 平成18年9月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加                 23,340株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少                 3,380株 

 連結子会社所有当社株式の市場への処分による当社帰属部分の減少  53,726株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 173,339,287 － － 173,339,287

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 636,990 23,340 57,106 603,224

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月28日 
定時株主総会

普通株式 691 4.00 平成18年3月31日 平成18年6月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月14日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 691 4.00 平成18年9月30日 平成18年12月8日



当中間連結会計期間（自 平成19年4月 1日 至 平成19年9月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加                    29,386株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少                    5,705株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 173,339,287 － － 173,339,287

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 626,875 29,386 5,705 650,556

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月27日 
定時株主総会

普通株式 1,036 6.00 平成19年3月31日 平成19年6月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月8日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 863 5.00 平成19年9月30日 平成19年12月7日



前へ   次へ 

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加                  51,322株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少                  7,711株 

 連結子会社所有当社株式の市場への処分による当社帰属部分の減少  53,726株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 173,339,287 － － 173,339,287

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 636,990 51,322 61,437 626,875

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月28日 
定時株主総会

普通株式 691 4.00 平成18年3月31日 平成18年6月29日

平成18年11月14日 
取締役会

普通株式 691 4.00 平成18年9月30日 平成18年12月8日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,036 6.00 平成19年3月31日 平成19年6月28日



前へ   次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,121百万円

有価証券 3,797 〃

流動資産その他
(現先)

3,499 〃

現金及び預金の 
内、預入期間が 
3カ月を超える 
定期預金

△ 14 〃

有価証券の内、株
式及び償還期間が
３カ月を超える債
券等

△3,796 〃

現金及び 
現金同等物

8,606 〃

 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 8,774百万円

有価証券 3,803 〃

流動資産その他
(現先)

6,997 〃

現金及び預金の 
内、預入期間が 
3カ月を超える 
定期預金

△ 390 〃

有価証券の内、株
式及び償還期間が
３カ月を超える債
券等

△3,802 〃

現金及び 
現金同等物

15,382 〃

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金 6,366百万円

有価証券 4,665 〃

流動資産その他
(現先)

3,996 〃

現金及び預金の 
内、預入期間が 
3カ月を超える 
定期預金

△ 9 〃

有価証券の内、株
式及び償還期間が
３カ月を超える債
券等

△4,664 〃

現金及び 
現金同等物

10,354 〃



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 (貸手側)

１ リース物件の取得価額、減価償

却累計額、及び中間期末残高

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 (貸手側)

１ リース物件の取得価額、減価償

却累計額、及び中間期末残高

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 (貸手側)

１ リース物件の取得価額、減価償

却累計額、及び期末残高

 

 
取得価額 

  
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 

(百万円)

機 械 装
置及び 
運搬具

59 55 4

 

 
取得価額

  
(百万円)

減価償却
累計額 

(百万円)

中間期末
残高 

(百万円)

機 械 装
置及び 
運搬具

- - -

取得価額
  

(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高
  

(百万円)

機 械 装
置及び 
運搬具

59 56 3

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 7百万円

１年超 － 〃

合計 7 〃

１年内 0百万円

１年超 0 〃

合計 0 〃

１年内 0百万円

１年超 0 〃

合計 1 〃

３ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

３ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

３ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

 

受取リース料 8百万円

減価償却費 1 〃

受取利息 
相当額

1 〃

 

受取リース料 0百万円

減価償却費 0 〃

受取利息
相当額

0 〃

受取リース料 13百万円

減価償却費 1 〃

受取利息
相当額

1 〃

４ 利息相当額の算定方法

  リース料総額と見積残存価額の

合計額からリース物件の購入金額

を控除した額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利

息法によっております。

４ 利息相当額の算定方法

同左

４ 利息相当額の算定方法

同左



前へ   次へ 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年9月31日)

 (借手側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

 (借手側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

 (借手側)

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 

 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機 械 装

置及び 

運搬具

2,698 1,336 3 1,359

 

取得価額 
相当額 

 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機 械 装

置及び 

運搬具

2,367 1,292 1 1,074

取得価額
相当額 

  
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 

  
(百万円)

機 械 装

置及び 

運搬具

2,440 1,293 2 1,144

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 494百万円

１年超 864 〃

合計 1,359 〃  

１年内 439百万円

１年超 635 〃

合計 1,074 〃
 

１年内 444百万円

１年超 699 〃

合計 1,144 〃

 

 

リース資産 
減損勘定残高

3百万円

 

リース資産
減損勘定残高

1百万円
リース資産
減損勘定残高

2百万円

なお、取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高相当額の

算定は、有形固定資産の中間期末

残高等に占める未経過リース料中

間期末残高の割合が低いため、支

払利子込み法によっております。

同左 なお、取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当額の算定

は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法

によっております。

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額及び減価償却費相当

額

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額及び減価償却費相当

額

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額及び減価償却費相当

額

 

支払リース料 282百万円

リース資産 
減損勘定の 
取崩額

0 〃

減価償却費 
相当額

282 〃

 

支払リース料 256百万円

リース資産
減損勘定の 
取崩額

1 〃

減価償却費
相当額

256 〃

支払リース料 542百万円

リース資産
減損勘定の 
取崩額

0 〃

減価償却費
相当額

541 〃

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成18年9月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において、減損処理は行っておりません。なお、減損処理にあたっては、期末における時

価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％下落した場合には、当該金額

の重要性、回復可能性を考慮して必要と認めた金額について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 5,651 13,331 7,679

(2) 債券

   社債 698 699 0

   その他 5,130 4,936 △194

(3) その他 749 665 △84

合計 12,230 19,633 7,402

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

非上場株式 447

優先出資証券 500

優先株式 300



(当中間連結会計期間末)(平成19年9月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について、57百万円の減損処理を行っており

ます。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30％～50％下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認めた金額につ

いて減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 5,470 12,107 6,637

(2) 債券

   社債 699 700 1

   その他 5,247 4,973 △274

(3) その他 749 620 △129

合計 12,167 18,401 6,234

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

非上場株式 443

優先出資証券 500

優先株式 300



前へ   次へ 

(前連結会計年度末)(平成19年3月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、0百万円の減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30％～50％下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認めた金額について減

損処理を行うこととしております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 5,681 13,218 7,536

(2) 債券

   社債 698 700 2

   その他 5,010 4,822 △187

(3) その他 1,754 1,673 △81

合計 13,145 20,415 7,269

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

非上場株式 447

優先出資証券 500

優先株式 300



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

(1) 商品関連 

該当事項はありません。 

  

(2) 通貨関連 

該当事項はありません。 

  

(3) 金利関連 

該当事項はありません。 

  
  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年4月 1日 至 平成18年9月30日) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年4月 1日 至 平成19年9月30日) 

 
  

前連結会計年度(自 平成18年4月 1日 至 平成19年3月31日) 

製油関連 
事業 

（百万円）

ヘルシーフ
ーズ事業
（百万円）

ファインケ
ミカル事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円）

連結 
（百万円）

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

102,696 4,266 2,436 5,662 115,062 ― 115,062

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

877 344 315 7,259 8,796 (8,796) ―

計 103,574 4,610 2,752 12,921 123,859 (8,796) 115,062

営業費用 100,175 5,096 2,546 12,421 120,240 (8,771) 111,469

営業利益又は営業損失(△) 3,398 △485 205 500 3,618 (25) 3,593

製油関連 
事業 

（百万円）

ヘルシーフ
ーズ・大豆
蛋白事業
（百万円）

ファインケ
ミカル事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円）

連結 
（百万円）

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

122,869 4,389 2,673 5,414 135,346 ─ 135,346

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,221 322 350 7,031 8,925 (8,925) ─

計 124,091 4,712 3,023 12,446 144,272 (8,925) 135,346

営業費用 121,646 5,125 2,785 12,153 141,710 (8,935) 132,774

営業利益又は営業損失(△) 2,445 △ 413 238 293 2,562 9   2,572

製油関連 
事業 

（百万円）

ヘルシーフ
ーズ事業
（百万円）

ファインケ
ミカル事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円）

連結 
（百万円）

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

216,334 8,571 4,878 11,884 241,668 ─ 241,668

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,885 702 636 14,215 17,439 (17,439) ─

計 218,219 9,273 5,514 26,100 259,107 (17,439) 241,668

営業費用 211,119 9,938 5,074 25,136 251,269 (17,436) 233,832

営業利益又は営業損失(△) 7,100 △ 665 440 963 7,838 (3) 7,835



  
(注) １ 事業区分は製品の属する業種区分によっております。 

２ 各事業区分の主要製品 

 
３ 事業区分の名称変更 

  当中間連結会計期間より中期経営計画「ＧＲＯＷＴＨ１０ フェーズⅠ」のスタートに合わせ、事業区分に

ついて従来の「ヘルシーフーズ事業」を「ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業」に名称変更しております。 

４ 当中間連結会計期間より、当社および国内連結子会社については、平成19年4月1日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方

法によった場合に比べ、当中間連結会計期間における営業費用は「製油関連事業」が7百万円、「ヘルシー

フーズ・大豆蛋白事業」が0百万円、「ファインケミカル事業」が1百万円、「その他事業」が1百万円増加

し、「製油関連事業」、「ファインケミカル事業」および「その他事業」の営業利益がそれぞれ同額減少

し、「ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業」の営業損失が同額増加しております。 

また、平成19年3月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法

に比べ、当中間連結会計期間における営業費用は「製油関連事業」が101百万円、「ヘルシーフーズ・大豆

蛋白事業」が2百万円、「ファインケミカル事業」が6百万円、「その他の事業」が7百万円増加し、「製油

関連事業」、「ファインケミカル事業」および「その他事業」の営業利益がそれぞれ同額減少し、「ヘルシ

ーフーズ・大豆蛋白事業」の営業損失が同額増加しております。 

５ 前中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第4号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、前中間連結会計期

間における営業費用は「製油関連事業」が24百万円、「ヘルシーフーズ事業」が4百万円、「ファインケミ

カル事業」が2百万円、「その他事業」が8百万円増加し、「製油関連事業」、「ファインケミカル事業」お

よび「その他事業」の営業利益がそれぞれ同額減少し、「ヘルシーフーズ事業」の営業損失が同額増加して

おります。 

６ 前連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第4号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、前連結会計年度におけ

る営業費用は「製油関連事業」が49百万円、「ヘルシーフーズ事業」が6百万円、「ファインケミカル事

業」が4百万円、「その他事業」が13百万円増加し、「製油関連事業」、「ファインケミカル事業」および

「その他事業」の営業利益がそれぞれ同額減少し、「ヘルシーフーズ事業」の営業損失が同額増加しており

ます。 

  

製油関連事業
家庭用食品、業務用食品、加工用油脂、加工油脂、油粕および

穀類

ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業

生活習慣病対応食品、高齢者・介護食品、治療関連食品、栄養

調整食品、機能性素材、ドレッシング・マヨネーズ類、大豆た

ん白、大豆加工食品

ファインケミカル事業
化粧品・トイレタリー原料、化学品、中鎖脂肪酸油、レシチ

ン、トコフェロール

その他事業

不動産賃貸、包装サービス、港湾荷役、倉庫業、飲食店経営、

洗剤、スポーツ施設経営、水産、販売促進、エンジニアリン

グ、損害保険代理、コンピュータ関連、医薬品



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年4月 1日 至 平成18年9月30日) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年4月 1日 至 平成19年9月30日) 

 
  

前連結会計年度(自 平成18年4月 1日 至 平成19年3月31日) 

 
  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1)外部顧客に対する売上高 95,805 19,257 115,062 ― 115,062

 (2)セグメント間の内部売上高
   又は振替高

73 1,386 1,459 (1,459) ―

計 95,878 20,643 116,521 (1,459) 115,062

営業費用 93,072 19,843 112,915 (1,446) 111,469

営業利益 2,805 799 3,605 (12) 3,593

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1)外部顧客に対する売上高 106,487 28,859 135,346 ─ 135,346

 (2)セグメント間の内部売上高
   又は振替高

66 2,441 2,507 (2,507) ─

計 106,554 31,300 137,854 (2,507) 135,346

営業費用 104,377 30,905 135,282 (2,507) 132,774

営業利益 2,177 395 2,572 (0) 2,572

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1)外部顧客に対する売上高 195,710 45,957 241,668 ─ 241,668

 (2)セグメント間の内部売上高
   又は振替高

135 3,101 3,237 (3,237) ─

計 195,846 49,058 244,905 (3,237) 241,668

営業費用 190,052 47,002 237,055 (3,222) 233,832

営業利益 5,793 2,056 7,850 (15) 7,835



(注) １ 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

  (1)国または地域の区分の方法・・・・・・地理的近接度による 

  (2)各区分に属する主な国または地域・・・アジア :中国、マレーシア   

２ 当中間連結会計期間より、当社および国内連結子会社については、平成19年4月1日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方

法によった場合に比べ、当中間連結会計期間における営業費用は「日本」が10百万円増加し営業利益が同額

減少しております。 

また、平成19年3月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法

に比べ、当中間連結会計期間における営業費用は「日本」が117百万円増加し営業利益が同額減少しており

ます。 

３ 前中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第4号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、前中間連結会計期

間における営業費用は「日本」が39百万円増加し営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

４ 前連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第4号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、前連結会計年度におけ

る営業費用は「日本」が74百万円増加し営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年4月 1日 至 平成18年9月30日) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年4月 1日 至 平成19年9月30日) 

 
  

前連結会計年度(自 平成18年4月 1日 至 平成19年3月31日) 

 
  

 (注）１ 国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 

(1)国または地域の区分の方法・・・・・・地理的近接度による 

(2)各区分に属する主な国または地域・・・アジア    :中国、マレーシア、台湾、韓国 

                    その他の地域 :ヨーロッパ諸国、アメリカ合衆国 

 ２ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高 （百万円） 13,506 6,164 19,670

Ⅱ 連結売上高 （百万円） ─ ─ 115,062

Ⅲ 連結売上高に占める 
   海外売上高の割合（％）

11.7 5.4 17.1

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高 （百万円） 20,865 7,925 28,791

Ⅱ 連結売上高 （百万円） ─ ─ 135,346

Ⅲ 連結売上高に占める 
   海外売上高の割合（％）

15.4 5.9 21.3

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高 （百万円） 36,387 13,201 49,589

Ⅱ 連結売上高 （百万円） ─ ─ 241,668

Ⅲ 連結売上高に占める 
   海外売上高の割合（％）

15.1 5.5 20.5



(１株当たり情報) 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

１株当たり純資産額 606.90円 622.78円 624.55円

１株当たり中間(当期)純利益 16.03円 5.45円 35.91円

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益

― ― ―

  潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、

潜在株式がないため記載し

ておりません。

（追加情報）

 当中間連結会計期間か

ら、改正後の「１株当た

り当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準

委員会 最終改正平成18

年１月31日 企業会計基

準第２号）および「１株

当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会

最終改正平成18年１月31

日 企業会計基準適用指

針第４号）を適用してお

ります。

 なお、前中間連結会計

期間と同様の方法により

算定した当中間連結会計

期間の１株当たり純資産

額は、606.25円となりま

す。

  潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、

潜在株式がないため記載し

ておりません。

─────

  潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、

潜在株式がないため記載し

ておりません。

（追加情報）

 当連結会計年度から、

改正後の「１株当たり当

期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準委員

会 最終改正平成18年１

月31日 企業会計基準第

２号）および「１株当た

り当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 最終

改正平成18年１月31日

企業会計基準適用指針第

４号）を適用しておりま

す。

 なお、前連結会計年度

と同様の方法により算定

した当連結会計年度の１

株当たり純資産額は、

623.63円となります。



  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

 

 

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

中間連結貸借対照表の純

資産の部の合計額

108,907百万円

普通株式に係る純資産額

104,834百万円

差額の主な内訳

 少数株主持分

4,073百万円

普通株式の発行済株式数

173,339,287株

普通株式の自己株式数

603,224株

1株当たり純資産額の算

定に用いられた普通株式

の数

172,736,063株

２ １株当たり中間純利益

中間連結損益計算書上

の中間純利益

2,769百万円

普通株式に係る中間純

利益

2,769百万円

普通株主に帰属しない

金額の主要な内訳

該当事項はありませ

ん。

普通株式の期中平均株

式数

172,716,766株

 

 

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

中間連結貸借対照表の純

資産の部の合計額

112,041百万円

普通株式に係る純資産額

107,547百万円

差額の主な内訳

 少数株主持分

4,494百万円

普通株式の発行済株式数

173,339,287株

普通株式の自己株式数

650,556株

1株当たり純資産額の算

定に用いられた普通株式

の数

172,688,731株

２ １株当たり中間純利益

中間連結損益計算書上

の中間純利益

941百万円

普通株式に係る中間純

利益

941百万円

普通株主に帰属しない

金額の主要な内訳

該当事項はありませ

ん。

普通株式の期中平均株

式数

172,698,706株

 

 

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

連結貸借対照表の純資産

の部の合計額

112,281百万円

普通株式に係る純資産額

107,867百万円

差額の主な内訳

 少数株主持分

4,413百万円

普通株式の発行済株式数

173,339,287株

普通株式の自己株式数

626,875株

1株当たり純資産額の算

定に用いられた普通株式

の数

172,712,412株

２ １株当たり当期純利益

連結損益計算書上の当

期純利益

6,202百万円

普通株式に係る当期純

利益

6,202百万円

普通株主に帰属しない

金額の主要な内訳

該当事項はありませ

ん。

普通株式の期中平均株

式数

172,719,131株



(重要な後発事象) 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

――――― （連結子会社との簡易合併）
 当社は平成19年10月1日をもっ
て、全額出資の連結子会社である日
清コスモフーズ株式会社を簡易合併
の手続きにより吸収合併いたしまし
た。
 今回の連結子会社との簡易合併
は、「企業結合に係る会計基準
（「企業結合に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会
平成15年10月31日））および「企業
結合会計基準及び事業分離等会計基
準に関する適用指針」（企業会計基
準適用指針第10号最終改正平成18年
12月22日）に基づき、共通支配下の
取引として会計処理をいたします。

（連結子会社との簡易合併）
平成19年5月18日開催の取締役会

において、当社は平成19年10月1日
をもって、下記のとおり全額出資の
連結子会社である日清コスモフーズ
株式会社を簡易合併の手続きにより
吸収合併することを決議いたしまし
た。 
１ 結合当事企業の名称およびその 
  事業内容、企業結合の法的形 
  式、結合後企業の名称ならびに 
  取引の目的を含む取引の概要
（１）結合当事企業の名称およびそ 
   の事業の内容  
  ①結合企業 
   名称 日清オイリオグループ 
      株式会社（当社） 
   事業の内容 製油事業、ヘル 
         シーフーズ事業 
         およびファイン 
         ケミカル事業な 
         ど 
  ②被結合企業 
   名称 日清コスモフーズ株式 
      会社 
 
   事業の内容 大豆蛋白などの 
         製造・販売  
（２）企業結合の法的形式、結合後 
   企業の名称 
   当社を存続会社とする吸収合 
  併方式で、日清コスモフーズ株 
  式会社は解散し、結合後企業の 
  名称は日清オイリオグループ株 
  式会社（当社）となります。な 
  お、日清コスモフーズ株式会社 
  は当社の全額出資子会社である 
  ため、合併による新株式の発行 
  はありません。  
（３）取引の目的を含む取引の概要 
   日清コスモフーズ株式会社 
  は、大豆蛋白・大豆粉の製造・ 
  販売を中心に、幅広く事業展開 
  しており、当社グループでの国 
  内外における大豆蛋白事業強化 
  を目的としております。 
２ 実施する会計処理の概要
 「企業結合に係る会計基準  

 （「企業結合に係る会計基準の設 
 定に関する意見書」（企業会計審 
 議会 平成15年10月31日））およ 
 び「企業結合会計基準及び事業分 
 離等会計基準に関する適用指針」 
 （企業会計基準適用指針第10号  
 最終改正平成18年12月22日）に基 
 づき、共通支配下の取引として会 
 計処理をいたします。



  

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

───── （株式取得）
 当社は平成19年10月12日開催の取
締役会決議に基づき、株式会社ピエ
トロの株式を取得いたしました。こ
れにより、株式会社ピエトロは当社
の持分法適用関連会社となります。
１ 株式取得の目的
 当社が株式会社ピエトロに資本
参加をすることで、両社の相互信
頼関係を構築するとともに、それ
ぞれが有する経営資源を相互に有
効活用し、ドレッシング事業をは
じめとした加工食品事業の拡販と
両社のブランドの価値向上にむけ
シナジー効果を最大限発揮するこ
とを目指します。

２ 株式を取得する会社の概要
    （平成19年3月31日現在）
 (1) 商号
  株式会社ピエトロ
 (2) 事業内容
  食品事業、レストラン事業 他
 (3) 本店所在地
  福岡市中央区天神三丁目4番5号
 (4) 代表者
  代表取締役社長 村田 邦彦
 (5) 資本金
  474百万円
 (6) 発行済株式総数
  5,591千株
 (7) 純資産
  2,759百万円（連結）
 (8) 総資産
  8,467百万円（連結）
３ 株式の取得先
 株式会社ピエトロの大株主上位
２名である株式会社ムラタおよび
株式会社ピエトロの代表取締役社
長である村田邦彦氏から合計
1,102,500 株（株 式 会 社 ム ラ タ
550,700 株、村 田 邦 彦 氏 551,800
株、発行済株式総数の19.7％）の
普通株式を取得し、既存保有株式
と合わせて1,120,000株（発行済株
式総数の20.0%）を保有することと
なり株式会社ピエトロの第２位の
大株主となります。

─────



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年9月30日現在)

当中間会計期間末

(平成19年9月30日現在)

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,542 2,801 1,328

 ２ 受取手形 ※５ 318 308 328

 ３ 売掛金 ※３ 33,225 38,190 33,285

 ４ 有価証券 3,796 3,802 4,664

 ５ 棚卸資産 24,918 29,197 24,230

 ６ 繰延税金資産 1,062 1,192 1,051

 ７ 短期貸付金 4,365 8,065 4,495

 ８ その他 ※１ 2,328 2,158 1,979

   貸倒引当金 △ 4 △ 5 △ 4

    流動資産合計 71,555 45.8 85,711 51.5 71,359 46.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※２

  (1) 建物 14,255 13,677 14,043

  (2) 構築物 3,754 3,539 3,655

  (3) 機械装置 10,695 10,747 10,769

  (4) 車両運搬具 13 16 19

  (5) 工具・器具・備品 507 441 454

  (6) 土地 17,728 17,708 17,727

  (7) 建設仮勘定 419 152 455

    有形固定資産合計 47,372 30.3 46,283 27.8 47,124 30.4

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 1,754 1,188 1,443

  (2) その他 80 79 80

    無形固定資産合計 1,834 1.2 1,267 0.8 1,523 1.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 16,412 15,157 16,317

  (2) 関係会社株式 11,931 11,831 11,831

  (3) その他 8,528 9,079 8,849

   貸倒引当金 △ 426 △ 845 △ 630

   投資損失引当金 △ 870 △ 2,114 △ 1,535

    投資その他の 
    資産合計

35,576 22.7 33,109 19.9 34,833 22.5

    固定資産合計 84,784 54.2 80,660 48.5 83,481 53.9

   資産合計 156,339 100.0 166,371 100.0 154,841 100.0



 

前中間会計期間末

(平成18年9月30日現在)

当中間会計期間末

(平成19年9月30日現在)

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 20,458 26,990 19,489

 ２ 短期借入金 4,092 4,565 4,057

 ３ 一年内償還予定社債 5,000 ─ 5,000

 ４ 未払金 9,536 8,279 8,218

 ５ 未払費用 2,582 2,524 2,605

 ６ 未払法人税等 1,085 1,425 1,283

 ７ 役員賞与引当金 24 30 52

 ８ その他 ※３ 1,796 1,871 2,196

    流動負債合計 44,575 28.5 45,685 27.5 42,902 27.7

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 10,000 20,000 10,000

 ２ 長期借入金 3,000 3,000 3,000

 ３ 繰延税金負債 2,468 2,007 2,498

 ４ 退職給付引当金 897 190 513

 ５ 役員退職慰労引当金 767 909 844

 ６ その他 394 365 389

    固定負債合計 17,528 11.2 26,471 15.9 17,246 11.1

   負債合計 62,104 39.7 72,157 43.4 60,148 38.8

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 16,332 10.4 16,332 9.8 16,332 10.5

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 24,742 24,742 24,742

  (2) その他資本剰余金 4 6 5

   資本剰余金合計 24,746 15.8 24,749 14.9 24,747 16.0

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 3,611 3,611 3,611

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 41,980 43,100 41,980

    繰越利益剰余金 3,466 3,266 3,932

   利益剰余金合計 49,057 31.4 49,978 30.0 49,523 32.0

 ４ 自己株式 △ 211 △ 0.1 △ 248 △ 0.1 △ 229 △ 0.1

   株主資本合計 89,924 57.5 90,811 54.6 90,373 58.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

4,236 2.7 3,567 2.1 4,172 2.7

 ２ 繰延ヘッジ損益 73 0.1 △ 164 △ 0.1 146 0.1

   評価・換算差額等 
   合計

4,309 2.8 3,403 2.0 4,318 2.8

   純資産合計 94,234 60.3 94,214 56.6 94,692 61.2

   負債純資産合計 156,339 100.0 166,371 100.0 154,841 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ 売上高 79,422 100.0 90,983 100.0 162,621 100.0

Ⅱ 売上原価 59,002 74.3 71,724 78.8 122,374 75.3

   売上総利益 20,419 25.7 19,258 21.2 40,247 24.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 17,197 21.7 16,734 18.4 33,708 20.7

   営業利益 3,221 4.0 2,524 2.8 6,538 4.0

Ⅳ 営業外収益 ※１ 863 1.1 1,145 1.3 1,314 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※２ 342 0.4 319 0.4 624 0.4

   経常利益 3,742 4.7 3,350 3.7 7,228 4.4

Ⅵ 特別利益 ※３ 180 0.2 423 0.4 469 0.3

Ⅶ 特別損失 ※４ 390 0.5 899 1.0 1,549 0.9

   税引前中間(当期)純利益 3,532 4.4 2,874 3.1 6,148 3.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,062 1,399 2,457

   法人税等調整額 423 1,486 1.8 △ 15 1,384 1.5 486 2,944 1.8

   中間(当期)純利益 2,046 2.6 1,490 1.6 3,203 2.0



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年4月 1日 至 平成18年9月30日) 

   

   

   

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年3月31日 残高（百万円） 16,332 24,742 2 24,745

中間会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当

 利益処分による役員賞与

 利益処分による別途積立金の積立

 中間純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 1 1

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額（純額）
中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

― ― 1 1

平成18年9月30日 残高（百万円） 16,332 24,742 4 24,746

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年3月31日 残高（百万円） 3,611 39,380 4,761 47,752 △ 195 88,634

中間会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △ 691 △ 691 △ 691

 利益処分による役員賞与 △ 50 △ 50 △ 50

 利益処分による別途積立金の積立 2,600 △ 2,600 ― ―

 中間純利益 2,046 2,046 2,046

 自己株式の取得 △ 17 △ 17

 自己株式の処分 1 2

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額（純額）
中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

― 2,600 △ 1,294 1,305 △ 16 1,290

平成18年9月30日 残高（百万円） 3,611 41,980 3,466 49,057 △ 211 89,924

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券 

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年3月31日 残高（百万円） 5,289 ― 5,289 93,924

中間会計期間中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △ 691

 利益処分による役員賞与 △ 50

 利益処分による別途積立金の積立 ―

 中間純利益 2,046

 自己株式の取得 △ 17

 自己株式の処分 2

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額（純額）

△ 1,053 73 △ 980 △ 980

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

△ 1,053 73 △ 980 309

平成18年9月30日 残高（百万円） 4,236 73 4,309 94,234



当中間会計期間(自 平成19年4月 1日 至 平成19年9月30日) 

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年3月31日 残高（百万円） 16,332 24,742 5 24,747

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 別途積立金の積立

 中間純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 1 1

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額（純額）
中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

─ ─ 1 1

平成19年9月30日 残高（百万円） 16,332 24,742 6 24,749

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年3月31日 残高（百万円） 3,611 41,980 3,932 49,523 △ 229 90,373

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △ 1,036 △ 1,036 △ 1,036

 別途積立金の積立 1,120 △ 1,120 ─ ─

 中間純利益 1,490 1,490 1,490

 自己株式の取得 △ 20 △ 20

 自己株式の処分 2 3

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額（純額）
中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

─ 1,120 △ 665 454 △ 18 437

平成19年9月30日 残高（百万円） 3,611 43,100 3,266 49,978 △ 248 90,811

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券 

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成19年3月31日 残高（百万円） 4,172 146 4,318 94,692

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △ 1,036

 別途積立金の積立 ─

 中間純利益 1,490

 自己株式の取得 △ 20

 自己株式の処分 3

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額（純額）

△ 604 △ 310 △ 915 △ 915

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円）

△ 604 △ 310 △ 915 △ 478

平成19年9月30日 残高（百万円） 3,567 △ 164 3,403 94,214



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年4月 1日 至 平成19年3月31日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年3月31日 残高（百万円） 16,332 24,742 2 24,745

事業年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当

 剰余金の配当

 利益処分による役員賞与

 利益処分による別途積立金の積立

 当期純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 2 2

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計（百万円） ─ ─ 2 2

平成19年3月31日 残高（百万円） 16,332 24,742 5 24,747

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年3月31日 残高（百万円） 3,611 39,380 4,761 47,752 △ 195 88,634

事業年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △ 691 △ 691 △ 691

 剰余金の配当 △ 691 △ 691 △ 691

 利益処分による役員賞与 △ 50 △ 50 △ 50

 利益処分による別途積立金の積立 2,600 △ 2,600 ─ ─

 当期純利益 3,203 3,203 3,203

 自己株式の取得 △ 37 △ 37

 自己株式の処分 2 5

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計（百万円） ─ 2,600 △ 828 1,771 △ 34 1,738

平成19年3月31日 残高（百万円） 3,611 41,980 3,932 49,523 △ 229 90,373

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券 

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年3月31日 残高（百万円） 5,289 ─ 5,289 93,924

事業年度中の変動額

 利益処分による剰余金の配当 △ 691

 剰余金の配当 △ 691

 利益処分による役員賞与 △ 50

 利益処分による別途積立金の積立 ─

 当期純利益 3,203

 自己株式の取得 △ 37

 自己株式の処分 5

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

△ 1,117 146 △ 971 △ 971

事業年度中の変動額合計（百万円） △ 1,117 146 △ 971 767

平成19年3月31日 残高（百万円） 4,172 146 4,318 94,692



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

摘要
前中間会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

１ 資産の評価基準及
び評価方法

(1) 有価証券
  子会社及び関連会社株

式
  …移動平均法による原

価法
  その他有価証券
   時価のあるもの
   …中間決算日の市場

価格等に基づく時
価法(評価差額は
全部純資産直入法
により処理し、売
却原価は移動平均
法により算定)

   時価のないもの
   …移動平均法による

原価法

(1) 有価証券
 子会社及び関連会社株
式

…同左

 その他有価証券
  時価のあるもの

…同左
  
  
  
  
  
 

  時価のないもの
…同左

(1) 有価証券
 子会社及び関連会社株
式

…同左

 その他有価証券
  時価のあるもの
  …決算日の市場価格

等に基づく時価法
(評価差額は全部
純資産直入法によ
り処理し、売却原
価は移動平均法に
より算定)

  時価のないもの
…同左

(2) デリバティブ 
  …時価法

(2) デリバティブ
…同左

(2) デリバティブ
…同左

(3) 棚卸資産 (3) 棚卸資産 (3) 棚卸資産

 ①製品
…総平均法による 
 原価法

 ②原材料
…先入先出法による 
 低価法

 ③貯蔵品
…総平均法による 
 原価法

…同左 …同左

２ 固定資産の減価償
却の方法

(1) 有形固定資産
  …定率法
   ただし、建物(建物 

 附属設備を含む)に 
 ついては定額法

  なお、主な耐用年数は
以下のとおりでありま
す。
建物 ５年～50年

機械装置 ４年～16年

(1) 有形固定資産
…同左

(1) 有形固定資産
…同左

(2) 無形固定資産
  …定額法
   なお、自社利用の 

 ソフトウェアにつ 
 いては、社内にお 
 ける利用可能期間 
 (５年)に基づく定 
 額法

(2) 無形固定資産
…同左

(2) 無形固定資産
…同左



  

 
  

摘要
前中間会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一
般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可
能性を検討し、回収不
能見込額を計上してお
ります。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金
同左

(2) 投資損失引当金
   関係会社への投資に

係る損失に備えるた
め、当該会社の財政状
態および回収可能性を
勘案して必要額を見積
もって計上しておりま
す。

(2) 投資損失引当金
同左

(2) 投資損失引当金
同左

(3) 役員賞与引当金
   役員賞与の支出に備

えて、当事業年度にお
ける支給見込額に基づ
き当中間会計期間に対
応する額を計上してお
ります。

(3) 役員賞与引当金
同左

(3) 役員賞与引当金
  役員賞与の支出に備
えて、当事業年度にお
ける支給見込額に基づ
き計上しております。

(4) 退職給付引当金
   従業員の退職給付に

備えるため、当事業年
度末における退職給付
債務および年金資産の
見込額に基づき、当中
間会計期間末において
発生していると認めら
れる額を計上しており
ます。

   過去勤務債務および
数理計算上の差異は、
その発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内
の一定の年数(発生各
年度における従業員の
平均残存勤務年数)に
よる定額法により費用
処理しております。

   なお、数理計算上の
差異は、それぞれ発生
の翌事業年度から費用
処理しております。

(4) 退職給付引当金
同左

(4) 退職給付引当金
  従業員の退職給付に
備えるため、当事業年
度末における退職給付
債務および年金資産の
見込額に基づき計上し
ております。

  過去勤務債務および
数理計算上の差異は、
その発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内
の一定の年数(発生各
年度における従業員の
平均残存勤務年数)に
よる定額法により費用
処理しております。

  なお、数理計算上の
差異は、それぞれ発生
の翌事業年度から費用
処理しております。

(5) 役員退職慰労引当金
   役員の退職慰労金の

支出に備えて、当社の
内規に基づく中間期末
要支給額を計上してお
ります。

(5) 役員退職慰労引当金
同左

(5) 役員退職慰労引当金
  役員の退職慰労金の
支出に備えて、当社の
内規に基づく期末要支
給額を計上しておりま
す。



  

 
  

摘要
前中間会計期間

(自 平成18年4月 1日
  至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
 至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
 至 平成19年3月31日)

４ 外貨建の資産又は
負債の本邦通貨へ
の換算基準

 外貨建金銭債権債務は中
間決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差
額は損益として処理してお
ります。

同左 外貨建金銭債権債務は決
算日の直物為替相場により
円貨換算し、換算差額は損
益として処理しておりま
す。

５ リース取引の処理
方法

 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。

同左 同左

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法
   繰延ヘッジ処理によ

っております。なお、
為替予約については振
当処理の要件を満たし
ている場合は振当処理
を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法
同左

(1) ヘッジ会計の方法
同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象

ヘッジ 
手段

ヘッジ 
対象

為替予約
取引

外貨建仕入
債務および
外貨建予定
仕入取引

商品先物
取引

外貨建予定
仕入取引

金利スワッ
プ取引

社債等の利
息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象

同左

(3) ヘッジ方針
   取締役会で定められ

た日清オイリオグルー
プオフバランス取引管
理規程に基づき、通常
の事業活動における輸
入取引等に係る為替変
動リスク、原料価格の
相場変動リスクおよび
社債等にかかわる金利
変動リスクについてヘ
ッジしております。

(3) ヘッジ方針
  取締役会で定められ
たデリバティブ・商品
先物取引等管理規程に
基づき、通常の事業活
動における輸入取引等
に係る為替変動リス
ク、原料価格の相場変
動リスクおよび社債等
の金利変動リスクにつ
いて、必要な範囲内で
ヘッジすることを方針
としております。

(3) ヘッジ方針
同左



  

 
  

摘要
前中間会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

(4) ヘッジの有効性評価の
方法

   ヘッジ開始時から有
効性判定時点までの期
間において、ヘッジ対
象の相場変動の累計と
ヘッジ手段の相場変動
の累計とを比較し、ヘ
ッジ対象とヘッジ手段
との間に高い相関関係
が認められるかにより
有効性を評価しており
ます。

(4) ヘッジの有効性評価の
方法

同左

(4) ヘッジの有効性評価の
方法

同左

７ その他中間財務諸
表(財務諸表)作成
のための基本とな
る重要な事項

消費税等の会計処理につい
て 
 消費税等の会計処理は、
税抜方式によっておりま
す。

消費税等の会計処理につい
て

同左

消費税等の会計処理につい
て

同左



会計方針の変更 
  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

（役員賞与に関する会計基準）
当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計
基準委員会 平成17年11月29日
企業会計基準第4号）を適用してお
ります。これにより、営業利益、
経常利益および税引前中間純利益
がそれぞれ24百万円減少しており
ます。
（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 
（自己株式及び準備金の額の減少等
に関する会計基準等の一部改正）

当中間会計期間から「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会
計基準」（企業会計基準委員会
平成17年12月9日 企業会計基準第
5号）および「貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準等の
適用指針」（企業会計基準委員会
平成17年12月9日 企業会計基準適
用指針第8号)ならびに改正後の
「自己株式及び準備金の額の減少
等に関する会計基準」（企業会計
基準委員会 最終改正平成18年8月
11日 企業会計基準第1号）および
「自己株式及び準備金の額の減少
等に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 最終改正
平成18年8月11日 企業会計基準適
用指針第2号）を適用しておりま
す。 
 なお、従来の資本の部の合計に
相当する金額は94,161百万円であ
ります。

中間財務諸表等規則の改正によ
り、当中間会計期間における中間
財務諸表は、改正後の中間財務諸
表等規則により作成しておりま
す。

前中間会計期間において、「資
産の部」および「負債の部」に含
めて表示しておりました「繰延ヘ
ッジ利益」および「繰延ヘッジ損
失」は、当中間会計期間から税効
果調整後の金額を「評価・換算差
額等」の内訳科目の「繰延ヘッジ
損益」として表示することとしま
した。 
 なお、前中間会計期間の「繰延
ヘッジ利益」および「繰延ヘッジ
損失」について、当中間会計期間
と同様の方法によった場合の金額
は、195百万円であります。

─────

─────

（役員賞与に関する会計基準）
当事業年度から、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準
委員会 平成17年11月29日 企業
会計基準第4号）を適用しておりま
す。これにより、営業利益、経常
利益および税引前当期純利益がそ
れぞれ52百万円減少しておりま
す。
（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 
（自己株式及び準備金の額の減少等
に関する会計基準等の一部改正）

当事業年度から「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基
準」（企業会計基準委員会 平成17
年12月9日 企業会計基準第5号）お
よび「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成17年12
月9日 企業会計基準適用指針第8
号)ならびに改正後の「自己株式及
び準備金の額の減少等に関する会計
基準」（企業会計基準委員会 最終
改正平成18年8月11日 企業会計基
準第1号）および「自己株式及び準
備金の額の減少等に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準委員会
最終改正平成18年8月11日 企業会
計基準適用指針第2号）を適用して
おります。 
 なお、従来の資本の部の合計に相
当する金額は94,546百万円でありま
す。

財務諸表等規則の改正により、
当事業年度における財務諸表は、
改正後の財務諸表等規則により作
成しております。

前事業年度において、「資産の
部」および「負債の部」に含めて
表示しておりました「繰延ヘッジ
利益」および「繰延ヘッジ損失」
は、当事業年度から税効果調整後
の金額を「評価・換算差額等」の
内訳科目の「繰延ヘッジ損益」と
して表示することとしました。 
 なお、前事業年度の「繰延ヘッ
ジ利益」および「繰延ヘッジ損
失」について、当事業年度と同様
の方法によった場合の金額は、47
百万円であります。



  

   
  

  

追加情報 

  

前中間会計期間
(自 平成18年4月 1日
  至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
  至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月１日
 至 平成19年3月31日)

───── (有形固定資産の減価償却の方法の
変更)

当中間会計期間より、法人税法
の改正に伴い、平成19年4月1日以
降に取得した有形固定資産につい
て、改正後の法人税法に基づく減
価償却の方法に変更しておりま
す。

これにより、営業利益、経常利
益および税引前中間純利益はそれ
ぞれ9百万円減少しております。

─────

前中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
  至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日 
  至 平成19年9月30日)

前事業年度 
(自 平成18年4月１日 
  至 平成19年3月31日)

───── (有形固定資産の減価償却)
法人税法の改正に伴い、平成19

年3月31日以前に取得した資産につ
いては、改正前の法人税法に基づ
く減価償却の方法の適用により取
得価額の5%に到達した事業年度の
翌事業年度より、取得価額の5%相
当額と備忘価額との差額を5年間に
わたり均等償却し、減価償却費に
含めて計上しております。

これにより、営業利益が109百万
円、経常利益および税引前中間純
利益が112百万円それぞれ減少して
おります。

─────



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

摘要
前中間会計期間末 

(平成18年9月30日現在)
当中間会計期間末

(平成19年9月30日現在)
前事業年度末 

(平成19年3月31日現在)
※１ 消費税等の取扱

い
 仮払消費税等及び仮受消
費税等は相殺のうえ、流動
資産のその他に含めて表示
しております。

同左 ―――――

※２ 有形固定資産減
価償却累計額  

63,442百万円
 

65,574百万円
 

64,308百万円

※３ 売掛債権流動化
について

中間決算日現在の金額は次
のとおりであります。

中間決算日現在の金額は次
のとおりであります。

決算日現在の金額は次のと
おりであります。

 

売掛金 
譲渡額

8,124 百万円

預り金 1,602 〃

(債権代理回収分)

 預り金(債権代理回収分)
は、譲渡済売掛債権の代理
回収金額のうち、債権買取
会社への中間決算日現在の
未精算額であります。
 なお、預り金(債権代理回
収分)は、負債の部の流動
負債「その他」に含めてお
ります。

 

売掛金
譲渡額

7,987 百万円

預り金 1,471 〃

(債権代理回収分)

預り金(債権代理回収分)
は、譲渡済売掛債権の代理
回収金額のうち、債権買取
会社への中間決算日現在の
未精算額であります。
なお、預り金(債権代理回
収分)は、負債の部の流動
負債「その他」に含めてお
ります。

 

売掛金
譲渡額

5,436 百万円

預り金 2,083 〃

(債権代理回収分)

預り金(債権代理回収分)
は、譲渡済売掛債権の代理
回収金額のうち、債権買取
会社への決算日現在の未精
算額であります。
なお、預り金(債権代理回
収分)は、負債の部の流動
負債「その他」に含めてお
ります。

 ４ 偶発債務

  (1) 銀行借入金等
に対する保証

 

 

百万円

従業員 659

大連日清製油 
有限公司 1,748

譲渡したリース 
契約に係る 
リース債務者

1

計 2,408

 

 

百万円

従業員 645

大連日清製油
有限公司

2,768
(6,578

千米ドル
および

49,140千
中国元)

(うち連帯にて差入れした
もの174百万円(1,500千米
ドル)、その内当社負担割
合に見合う額136百万円
(1,170千米ドル))
上海日清油脂
有限公司

353
(23,000千
中国元)

譲渡したリース
契約に係る 
リース債務者

0

計 3,767

 

 

百万円

従業員 666

大連日清製油 
有限公司 1,882

上海日清油脂 
有限公司

15
(1,000千
中国元)

譲渡したリース 
契約に係る 
リース債務者

0

計 2,564

  (2) 銀行借入金等
に対する経営
指導念書

 

 

百万円

日清物流㈱ 458

大連日清製油 
有限公司

1,818
(15,291

千米ドル)
(うち、連帯にて差入れ
したもの1,818百万円
(15,291千米ドル)、その
内当社負担割合に見合う
額1,474百万円(12,403千
米ドル))

計 2,276

 

 

百万円

日清物流㈱ 407

大連日清製油
有限公司

3,270
(28,087

千米ドル)
(うち、連帯にて差入れ
したもの3,270百万円
(28,087千米ドル)、その
内当社負担割合に見合う
額2,866百万円(24,616千
米ドル))

計 3,677

 

百万円

日清物流㈱ 432

大連日清製油 
有限公司

3,972
(22,287

千米ドルお
よび86,449
千中国元)

(うち、連帯にて差入れ
したもの2,869百万円
(13,024千米ドルおよび
86,449千中国元)、その
内当社負担割合に見合う
額2,515百万円(11,415千
米ドルおよび75,764千中
国元))

計 4,405



次へ 

 
  
  

摘要
前中間会計期間末 

(平成18年9月30日現在)
当中間会計期間末

(平成19年9月30日現在)
前事業年度末 

(平成19年3月31日現在)

※５ 中間会計期間末
日満期手形の会
計処理

 中間会計期間末日満期手
形の会計処理については、
手形交換日をもって決済処
理をしております。 
 なお、当中間会計期間末
日が金融機関の休日であっ
たため、次の中間会計期間
末日手形が、中間会計期間
末残高に含まれておりま
す。

 受取手形 96 百万円

中間会計期間末日満期手
形の会計処理については、
手形交換日をもって決済処
理をしております。 
 なお、当中間会計期間末
日が金融機関の休日であっ
たため、次の中間会計期間
末日手形が、中間会計期間
末残高に含まれておりま
す。

受取手形 130 百万円  

当事業年度末日満期手形
の会計処理については、手
形交換日をもって決済処理
をしております。 
 なお、当事業年度末日が
金融機関の休日であったた
め、次の満期手形が、当事
業年度末の残高に含まれて
おります。

受取手形 103 百万円

 ６ 当座貸越契約お
よびコミットメ
ントライン契約
に係る借入未実
行残高等

 

 当社においては、運転資
金の効率的な調達を行うた
め取引銀行７行と当座貸越
契約およびコミットメント
ライン契約を締結しており
ます。
 当中間会計期間末におけ
る当座貸越契約およびコミ
ットメントライン契約に係
る借入未実行残高等は次の
とおりであります。
当座貸越お
よびコミッ
トメントラ
イン契約の
総額

26,400百万円

借入実行 
残高

─    

差引額 26,400百万円
 

当社においては、運転資
金の効率的な調達を行うた
め取引銀行７行と当座貸越
契約およびコミットメント
ライン契約を締結しており
ます。

当中間会計期間末におけ
る当座貸越契約およびコミ
ットメントライン契約に係
る借入未実行残高等は次の
とおりであります。
当座貸越お
よびコミッ
トメントラ
イン契約の
総額

26,400百万円

借入実行
残高

─

差引額 26,400百万円
 

当社においては、運転資
金の効率的な調達を行うた
め取引銀行７行と当座貸越
契約およびコミットメント
ライン契約を締結しており
ます。

当事業年度末における当
座貸越契約およびコミット
メントライン契約に係る借
入未実行残高等は次のとお
りであります。
当座貸越お
よびコミッ
トメントラ
イン契約の
総額

26,400百万円

借入実行 
残高

─ 

差引額 26,400百万円



(中間損益計算書関係) 

  
 

  

摘要
前中間会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

※１ 営業外収益の 
   主要項目

受取利息 9百万円 26百万円 37百万円

有価証券利息 125 〃 126 〃 252 〃

受取配当金 534 〃 859 〃 611 〃

※２ 営業外費用の 
   主要項目

支払利息 22百万円 40百万円 50百万円

社債利息 111 〃 102 〃 220 〃

棚卸資産 
処分損

48 〃 28 〃 97 〃

※３ 特別利益の主要
項目

固定資産売却
益

百万円 百万円 百万円

 土地 ─

 その他 0

 計 0

土地 103

その他 ─

計 103

土地 288

その他 0

計 289

投資有価証券
売却益

2百万円 319百万円 2百万円

関係会社株式 
売却益

178 〃 ― 178 〃

※４ 特別損失の主要
項目
固定資産 
除却損

54百万円 43百万円 197百万円

投資有価証券
評価損

─ 57 〃    0 〃

関係会社株式
評価損

― ― 99 〃

関係会社 
出資金評価損

― ― 46 〃

貸倒引当金 
繰入額

36 〃 215 〃 240 〃

投資損失引当
金繰入額

170 〃 579 〃 835 〃

環境対策費用 84 〃 ─  84 〃

前期損益 
修正損

43 〃 ─ 43 〃

 前事業年度に実施した子
会社の整理に伴って発生し
た店舗売却益について、当
中間会計期間において売却
先との間で売却額を修正す
る合意がなされたことによ
るものであります。

前事業年度に実施した子
会社の整理に伴って発生し
た店舗売却益について、当
事業年度において売却先と
の間で売却額を修正する合
意がなされたことによるも
のであります。

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,491百万円 1,611百万円 3,107百万円

無形固定資産 336 〃 299 〃 658 〃



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年4月 1日 至 平成18年9月30日） 

自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加  23,340株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買増請求による減少  3,380株 

  

当中間会計期間(自 平成19年4月 1日 至 平成19年9月30日） 

自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加   29,386株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買増請求による減少    5,705株 

  

前事業年度(自 平成18年4月 1日 至 平成19年3月31日） 

自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加   51,322株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買増請求による減少    7,711株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 539,778 23,340 3,380 559,738

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 583,389 29,386 5,705 607,070

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 539,778 51,322 7,711 583,389



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

摘要
前中間会計期間

(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月１日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月１日
至 平成19年3月31日)

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 (借手側)

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額、および中間期末

残高相当額

 (借手側)

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額、および中間期末

残高相当額

 (借手側)

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額、および期末残高

相当額

 

取得価額
相当額 

 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械 

装置
272 125 146

車両 

運搬具
348 168 180

工具・ 

器具・ 

備品

738 366 371

合計 1,358 660 698

 なお、取得価額相当額の

算定は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リ

ース料中間期末残高の割合

が低いため、支払利子込み

法によっております。

 

取得価額
相当額 

 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械 

装置
272 178 93

車両 

運搬具
302 158 143

工具・ 

器具・ 

備品

528 259 269

合計 1,103 596 506

 なお、取得価額相当額の

算定は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リ

ース料中間期末残高の割合

が低いため、支払利子込み

法によっております。

 

取得価額
相当額 

 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

機械 

装置
272 152 119

車両 

運搬具
331 153 178

工具・ 

器具・ 

備品

605 269 336

合計 1,209 574 634

 なお、取得価額相当額の

算定は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法に

よっております。

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 240百万円

１年超 458 〃

合計 698 〃

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 208百万円

１年超 298 〃

合計 506 〃

２ 未経過リース料期末残

高相当額

１年内 239百万円

１年超 395 〃

合計 634 〃

  なお、取得価額相当額

及び未経過リース料中間

期末残高相当額の算定

は、有形固定資産の中間

期末残高等に占める未経

過リース料中間期末残高

の割合が低いため、支払

利子込み法によっており

ます。

  なお、取得価額相当額

及び未経過リース料中間

期末残高相当額の算定

は、有形固定資産の中間

期末残高等に占める未経

過リース料中間期末残高

の割合が低いため、支払

利子込み法によっており

ます。

  なお、未経過リース料

期末残高相当額の算定

は、有形固定資産の期末

残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み

法によっております。

３ 支払リース料および減

価償却費相当額

支払リース料 131百万円

減価償却費 
相当額

131 〃

３ 支払リース料および減

価償却費相当額

支払リース料 120百万円

減価償却費
相当額

120 〃

３ 支払リース料および減

価償却費相当額

支払リース料 260百万円

減価償却費 
相当額

260 〃

４ 減価償却費相当額の算

定方法

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっておりま

す。

４ 減価償却費相当額の算

定方法

 同左

４ 減価償却費相当額の算

定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年9月30日現在) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

当中間会計期間末(平成19年9月30日現在) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

前事業年度末(平成19年3月31日現在) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

種類

前中間会計期間末(平成18年9月30日現在)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

子会社株式 1,402 2,531 1,129

関連会社株式 236 1,009 772

合計 1,638 3,540 1,901

種類

当中間会計期間末(平成19年9月30日現在)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

子会社株式 1,402 2,392 990

関連会社株式 236 947 710

合計 1,638 3,339 1,700

種類

前事業年度末(平成19年3月31日現在)

貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

子会社株式 1,402 2,297 895

関連会社株式 236 1,005 768

合計 1,638 3,302 1,663



(１株当たり情報) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

１株当たり純資産額 545.40円 545.44円 548.13円

１株当たり中間(当期)純利益 11.84円 8.63円 18.54円

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益

― ― ―

 潜在株式調整後１株当
たり中間純利益について
は、潜在株式がないため
記載しておりません。

（追加情報）

 当中間会計期間から、
改正後の「１株当たり当
期純利益に関する会計基
準」(企業会計基準委員
会 最終改正平成18年１
月31日 企業会計基準第
２号)および「１株当た
り当期純利益に関する会
計基準の適用指針」(企
業会計基準委員会 最終
改正平成18年1月31日
企業会計基準適用指針第
４号)を適用しておりま
す。
 なお、前中間会計期間
と同様の方法により算定
した当中間会計期間の１
株当たり純資産額は、
544.98円となります。

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益について
は、潜在株式がないため
記載しておりません。

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益について
は、潜在株式がないため
記載しておりません。

（追加情報）

当事業年度から、改正
後の「１株当たり当期純
利益に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 
最終改正平成18年１月31
日 企業会計基準第２
号)および「１株当たり
当期純利益に関する会計
基準の適用指針」(企業
会計基準委員会 最終改
正平成18年1月31日 企
業会計基準適用指針第４
号)を適用しておりま
す。

なお、前事業年度と同
様の方法により算定した
当事業年度の１株当たり
純資産額は、547.28円と
なります。



前へ 

 
  

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

 

 

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

中間貸借対照表の純資

産の部の合計額

94,234百万円

普通株式に係る純資産

額

94,234百万円

差額の主な内訳

該当事項はありませ

ん。

普通株式の発行済株式

数

173,339,287株

普通株式の自己株式数

559,738株

1株当たり純資産額の

算定に用いられた普通

株式の数

172,779,549株

２ １株当たり中間純利

益

中間損益計算書上の

中間純利益

2,046百万円

普通株式に係る中間

純利益

2,046百万円

普通株主に帰属しな

い金額の主要な内訳

該当事項はありま

せん。

普通株式の期中平均

株式数

172,791,940株
 

 

 

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

中間貸借対照表の純資

産の部の合計額

94,214百万円

普通株式に係る純資産

額

94,214百万円

差額の主な内訳

該当事項はありませ

ん。

普通株式の発行済株式

数

173,339,287株

普通株式の自己株式数

607,070株

1株当たり純資産額の

算定に用いられた普通

株式の数

172,732,217株

２ １株当たり中間純利

益

中間損益計算書上の

中間純利益

1,490百万円

普通株式に係る中間

純利益

1,490百万円

普通株主に帰属しな

い金額の主要な内訳

該当事項はありま

せん。

普通株式の期中平均

株式数

172,742,192株

 

 

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

貸借対照表の純資産の

部の合計額

94,692百万円

普通株式に係る純資産

額

94,692百万円

差額の主な内訳

該当事項はありませ

ん。

普通株式の発行済株式

数

173,339,287株

普通株式の自己株式数

583,389株

1株当たり純資産額の

算定に用いられた普通

株式の数

172,755,898株

２ １株当たり当期純利

益

損益計算書上の当期

純利益

3,203百万円

普通株式に係る当期

純利益

3,203百万円

普通株主に帰属しな

い金額の主要な内訳

該当事項はありま

せん。

普通株式の期中平均

株式数

172,779,679株

前中間会計期間
(自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月 1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

――――― 中間連結財務諸表の注記事項として
記載しているため、省略しておりま
す。

連結財務諸表の注記事項として記載
しているため、省略しております。



(2) 【その他】 

平成19年11月８日開催の取締役会において第136期(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の

中間配当につき次のとおり決議しました。 

① 中間配当金の総額      863百万円 

② １株当たり中間配当金    5円 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月７日 

      （注）平成19年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、 

    支払いを行います。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 

 

 

 

 
  

  

(1) 有価証券報書 
及びその添付書類

事業年度 
(第135期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月27日 
関東財務局長に提出。

(2) 訂正発行登録書 平成19年６月27日 
関東財務局長に提出。

(3) 発行登録追補書類(普通
社債)及びその添付書類

平成19年９月６日 
関東財務局長に提出。

(4) 発行登録取下届出書（普
通社債)

平成19年９月21日 
関東財務局長に提出。

(5) 発行登録書（普通社債)
及びその添付書類

平成19年９月21日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

日清オイリオグループ株式会社 

 

  

 

  
 

  
   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日清オイリオグループ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日清オイリオグループ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

平成18年12月22日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  野  眞  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  本  貴  子  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

日清オイリオグループ株式会社 

 

  

 

  
 

  
   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日清オイリオグループ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年

度の中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日清オイリオグループ株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

平成19年12月21日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  野  眞  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  本  貴  子  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

日清オイリオグループ株式会社 

 

  

 

  
 

  
   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日清オイリオグループ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第135期事業年度の

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日清オイリオグループ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

 平成18年12月22日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  野  眞  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  本  貴  子  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

日清オイリオグループ株式会社 

 

  

 

  
 

  
   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日清オイリオグループ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第136期事

業年度の中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日清オイリオグループ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

 平成19年12月21日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  野  眞  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  本  貴  子  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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